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午前10時00分 開議 

○議長（二橋益良） ただいまの出席議員は17名で

あります。定足数に達しておりますので、本日の会

議を開きます。 

 本日は傍聴席へ報道機関が入っております。なお、

撮影を許可した者には許可証を交付しておりますの

で御報告いたします。 

 ここで、副議長より挨拶を申し上げます。９番 

加藤弘己君。 

  〔副議長 加藤弘己登壇〕 

○副議長（加藤弘己） 改めまして、皆様おはよう

ございます。副議長の加藤弘己でございます。 

 春の息吹が感じられ、植物や小さな生き物たちが

一斉に息を吹き返すような季節となりました。そし

て皆さん、何かと外出する機会がふえる中、早朝よ

り傍聴にお出かけくださいました皆様に、議会を代

表し、御礼申し上げますとともに一言御挨拶申し上

げます。 

 さて、３月定例会では、既に議決された案件もあ

りますが、平成30年度予算、平成29年度補正予算、

条例制定、人事案件等、62案件の議案の審査を行い

ます。 

 これからは急速に進行する人口減少、少子高齢化、

インフラの老朽化の影響は多岐にわたることが想定

されております。税収の減少が見込まれるとともに、

社会保障関係費等が増加し、財政の硬直化がさらに

進みます。 

 このようなときほど、議員の果たす役割は大きい

と思います。さまざまな憂いに先立てて憂い、良好

な解決策を見出し、市民の皆様の楽しみにおくれて

楽しむ、安堵の気持ちを持ちたいと思っております。 

 昨日より、一般質問が行われております。今３月

議会では12人が一般質問を行います。一般質問は市

長の施政方針、公共施設配置計画、観光、防災、給

食センター、湖西病院等の経営、教育、人口減少問

題、福祉、財政等、さまざまな問題があります。市

の一般事務に対して、その執行の状況または将来の

方針、施策的提言や行政の課題などを執行者に直接

ただします。また、執行者の所見や施策について、

報告を求めたり、問いただすこともあります。質問

の範囲は市の行政全般のほか、地域で住民生活に密

着している事項など多岐にわたっております。 

 諸課題や諸問題を解決するため、心血を注ぎ、目

的をはっきりとした一般質問をするため、十分準

備・検討して臨んだものでございます。湖西市全体

の発展、全体の繁栄を通して、全体の幸せを実現し

ようと、物欲と私事を伏せ、公に心身を投じなけれ

ばならないと感じております。 

 議員としましては、皆様が傍聴し、さまざまな角

度から御意見や御指導、御鞭撻で、住みよい湖西市

をつくるため、ますます奮起する所存でございます。

お時間の許される限り傍聴されることをお願いしま

す。 

 また、ことしも湖西高校生、新居高校生との意見

交換会を、昨年に続き１月19日、２月２日、２月９

日に開催しました。まちづくりに参画する意識を高

めるため、湖西市の自慢できる点、残念な点、どう

したら若者が住んでくれるかなど、まちの将来像な

どについて意見交換会を開催しました。当日は、市

の将来への期待と注文が、新鮮な目線で建設的な意

見を交換することができましたことを報告いたしま

す。 

 新年度に向かって、新しい気持ちで勇気と気力を

もって物事に全力で取り組むことを約束しまして、

御挨拶とさせていただきます。本日はまことにあり

がとうございます。 

○議長（二橋益良） 挨拶は終わりました。 

 本日の議事日程は、お手元に配付のとおりでござ

います。 

───────────────── 

○議長（二橋益良） 日程第１ 一般質問を行いま

す。 

 昨日に引き続き一般質問を行います。本日の質問

順序は、受付順により、１番、牧野考二君、２番、

土屋和幸君、３番、高柳達弥君、４番、馬場 衛君、

５番、佐原佳美さんと決定いたしました。 

 それでは初めに、15番 牧野考二君の発言を許し

ます。15番 牧野考二君。 

  〔15番 牧野考二登壇〕 

○15番（牧野考二） 15番 牧野考二です。よろし
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くお願いいたします。 

 私は２点について御質問させていただきます。ま

ず１つは、中小企業経営者の抱える事業承継問題に

ついてということです。もう一つは職員の交通安全

管理についてということでお伺いいたします。 

 まず最初に、中小企業の抱える事業承継問題につ

いてお尋ねをいたします。 

 質問しようとする背景や経緯については、中小企

業の廃業がふえている。後継者難から会社を畳むケ

ースが多く、廃業する会社のおよそ５割が経営黒字

という異様な状態である。 

 2025年に６割以上の経営者が70歳を超えるが、経

済産業省の分析では、現状で中小127万社で後継者

不在の状態にあります。優良技術の伝承や事業承継

を急がないと、日本の産業基盤は劣化し、大廃業時

代の足音が聞こえていると言われております。 

 質問の目的としては、湖西市においても全国で起

きている中小企業の後継者未定の会社があるように

聞いております。市内の産業衰退が心配なため、質

問をいたします。 

 それでは最初に、市内中小企業の後継者問題はど

のような現状かということでお尋ねいたします。 

○議長（二橋益良） 答弁お願いいたします。市民

経済部長。登壇してお願いします。 

  〔市民経済部長 長田尚史登壇〕 

○市民経済部長（長田尚史） お答えいたします。 

 平成29年度、職業訓練センターの皆さんとともに、

市内60社を超える企業訪問をさせていただく中で、

議員おっしゃいますような事業所の今後の動向、継

承について、事業者の方と話題になる機会がござい

ました。 

 その中では、既に代がわりを済ませた方も見受け

られましたし、また今おっしゃいますように承継が

できる人がおらず、みずからの代で廃業を考えてい

らっしゃる方もございました。また、御自身がまだ

まだ現役で、後継のことをまだそんなに心配されて

ない事業者の方もございました。 

 既に検討されている方から、日常の忙しい業務に

追われてなかなか承継について考える余裕のない方

まで、さまざまな方がいらしており、後継者問題に

ついては、確かに存在しているということはこちら

でも承知はしておりますが、事業者の中で意識の差

がなかなかあるのではないかということで感じてお

る次第でございます。以上です。 

○議長（二橋益良） 牧野考二君。 

○15番（牧野考二） ありがとうございます。今、

部長が言われたように、やってる方もやっていない

方も多いということが事実だと思います。 

 全国の中小企業の経営者の多くは、自分の時代で

事業を畳もうかと、息子は継ぐ意志もないし、この

ような年で攻めの投資はちょっとと悩みを抱えてお

られる方も多いと聞いております。全国では、2009

年から2014年にかけて、中小企業約40万社も減少し、

中小企業経営者の高齢化が進み、この20年間で経営

者年齢の最下層は47歳から66歳へ移動した。今後５

年で30万人以上の法人経営者が70歳を超える。それ

にもかかわらず、後継者が決まっていない企業が、

何と全国では６割を占めております。70歳の経営者

であっても、引き継ぎ準備を行っていないという人

が半分ぐらいおります。景気回復が報じられ、よう

やく息を吹き返したように見える日本の経済ですが、

その一方で中小企業の後継者難という深刻な事態に

なっております。 

 そこで湖西市として、今部長が答弁されましたけ

ども、各企業に本当に親身になって相談乗っていた

だきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（二橋益良） 市民経済部長。 

○市民経済部長（長田尚史） これまでも訪問等と

して、そういう問題があるということは承知してお

ります。 

 昨年から、中小企業庁のほうでも事業承継の問題

を税法改正からそういう事業を進めていこうという

体制になっておりますので、今後、市内の企業につ

いても御相談、調査等を考えていきたいと考えてお

ります。以上です。 

○議長（二橋益良） 牧野考二君。 

○15番（牧野考二） 今、中小企業庁の話が出まし

たけども、実はことしの１月15日と16日の日に、静

岡市で全国の事業承継者ネットワーク拡大会議とい

うのが行われましたね。これについては、静岡の商
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工会議所が中心になって、中小企業庁からの委託と

いうことでやっておりますね。これをぜひ活用して

ほしいと思うんですが、これには全国で220人も参

加してるんです。湖西市は多分参加してなかったん

ではないかと思いますけども、県単位だと思います

けども、やっておりました。 

 そこで、どうとしてもやらなくてはいかんという

のは国としては2021年度までに何とかせないかんと

いうのが国の方針なんですね。これについて、部長、

いかがでしょうか。 

○議長（二橋益良） 市民経済部長。 

○市民経済部長（長田尚史） 現在、議員がおっし

ゃいますように静岡商工会議所のほうでそういう調

査をしたりとか、継承問題として県が一丸として取

り組むという方針となっております。 

 今後も市町村も含めまして事業継承のネットワー

クを構築して、県でも重点的に進めていくという方

針が出ておりますので、御一緒に、先ほど言いまし

たように、本当に今後10年がそういう強化の期間と

なっておりますので、一緒になって進めていきたい

というふうに考えております。以上です。 

○議長（二橋益良） 牧野考二君。 

○15番（牧野考二） この問題につきましては、

2005年ぐらいから国から、そしてある調査機関では

調査しております。いろんなデータが出ております。

ですからぜひ湖西市も乗りおくれんように、皆さん

のあと目あと目ばかり行くのではなくて、先行って

ください。そんなことを私はお願いしたいと思いま

す。 

 次よろしいでしょうか。 

○議長（二橋益良） 次の質問ですね。 

○15番（牧野考二） はい。 

 浜松市では、浜松商工会議所が事業承継実態調査

を行っております。湖西市も同様の調査が行われた

と思いますが、調査の方法や結果を教えてください。 

○議長（二橋益良） 市民経済部長。 

○市民経済部長（長田尚史） 今までのところ、市

においては事業承継実態調査に特化したものは実施

しておりません。ただ、先ほどもお伺いしましたよ

うに、全国、県等の調査、また訪問等で課題として

認識しておりますので、商工会等と連携しまして、

事業承継の意思等の把握を今後していきたいと考え

ております。以上です。 

○議長（二橋益良） 牧野考二君。 

○15番（牧野考二） まだやってないということで

すね。 

 実は私、ことし１月に総務経済委員会で鳥取県の

米子に行ってきました。そこでも同じようにアンケ

ートとってやっております、商工会が。それでどう

かという結果はやはり私がこうやって調べさせてい

ただいた中で似たような結果が出ております。非常

にやはり後継ぎという問題が大きな問題だよという

ことは事実です。ということは、これからの社会と

いうものを担っていくのは湖西であっては中小企業

だと思うんですね。それにぜひアンケートなりなん

なりとっていただきたいと思います。 

 それではちょっと浜松でアンケートとった結果と

いうのを報告させていただきます。 

 後継者がいないため廃業する企業は全国で年間７

万社ほどあります。それによって毎年20万から30万

人の雇用が失われております。浜松商工会議所が会

員及び特定商工業者に平成29年４月から６月末まで

にダイレクトメールを送りました。そして２万

1,907社にダイレクトメール送って、対象者は商工

会議所法によって資本金300万円以上の法人または

従業員数20名以上、商業・サービス業は５名以上の

法人・個人、回答数は4,363社しております。回答

率19.9％。 

 それでは調査結果はどうかというと、経営者が60

歳以上の場合、つまり経営者が高齢化しているとい

うことですね。これで20.2％が廃業を予定している

と。経営者が60歳以上の小規模の小売業者が４割が

廃業すると予定しております。60歳以上の経営者の

うち66.3％が後継者が未定だということなんです。

ということは、いかに浜松でも後継者がいないかと

いうことで、調査結果がこのように出ております。 

 事業承継を希望しているが、後継者を決めていな

いという人は9.2％、3,410社あります。事業承継を

希望しておらず廃業する予定という人は12.9％、

4,982社が事業承継をしないで廃業するというよう
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な結果が出ております。 

 そういうことで、非常に年齢層、経営者の年齢層

が高くなってるということが事実だと思います。そ

れに対して早く対処しないと、年は１年ごととって

いきます。そうすると、さあっといったときに、い

やいやどうすればいいんだよということになってし

まうと思うんですね。その辺でやはり市のバックア

ップが必要じゃないかなと、こんなふうに私は思い

ます。 

 それでは３番に行きたいと思います。 

 市内中小企業経営者の事業承継の意向はどのよう

に把握しておりますか。お聞きしたいと思います。 

○議長（二橋益良） 市民経済部長。 

○市民経済部長（長田尚史） さきにお答えいたし

ましたが、企業の訪問時に、本当に幾つかの事業所

の意向を聞かせていただいたり、商工会さんのほう

でも面談の中で事業承継についての話題があると聞

いておりますが、市としては事業承継の意向調査等

を実施していないため、経営者の事業承継の意向に

ついてはまだまだ把握はされておりません。 

 県及び浜松商工会議所では既に事業承継の調査を

されておりますので、参考にした上で、湖西市の課

題、現状の把握に努めてまいりたいと考えておりま

す。以上です。 

○議長（二橋益良） 牧野考二君。 

○15番（牧野考二） まだきちっと把握してないと

いうことなんですけども、やはりその辺をしっかり

把握しないと、次のステップに出れないと思うんで

すね。 

 浜松市の場合、事業承継はまだ必要でなく、現状

を維持したいという人が56.8％おられます。また、

事業承継を希望して後継者を決めているという人が

18.8％、たった18％、２割弱なんですね。まだほか

の人は決まってないということなんですね。事業承

継を希望しているが、後継者を決めていないという

のは9.2％。事業承継を希望しておらず、廃業する

予定というのは、先ほど言いましたけども12.9％お

られます。 

 事業承継はまだ必要なく、現状を維持したいと考

えておられる60歳以上で従業員が４人未満のとこは

13.5％が廃業が課題になってるということです。後

継者を決めている方のうちで、後継者の属性は親族

が83.1％、意向の疎通については承諾を得た人が

68.8％と高い。また５年後までに半数以上が承継を

すると予定しております。後継者未定でＭアンドＡ

を検討している事業は22.8％、ＭアンドＡというの

は売却ですね、売却するか、それとも合併するかと

いうことですね。廃業の予定者の３分の１は、５年

以内に予定しているということです。何もしないと、

５年後までに8.9％の廃業予測。浜松市全体では

3,299社が。全国で承継アンケートをとった中で、

回答企業の95.1％の企業が自分の代で廃業するので

はなく、何らかの形で引き継ぎをしたいと望んでお

ります。廃業する経営者の中には、やはり債務の問

題があります。そしてどっちかというと、中小企業

の場合には、個人で保証人になってるということが

あって、非常にお金のことで苦労しておられるとい

うのは事実だと思います。それに増してそのお金に

苦労しているところを息子や何かにやってくれとい

うと非常にきついというのが現状だと思います。 

 その辺もありますので、ぜひ考えてほしいなと思

います。その辺、親身になって考えていただかない

と、湖西市は何かなっちゃうよというのが、人ごと

ではないように思います。 

 では次よろしいでしょうか。 

○議長（二橋益良） はい、どうぞ。 

○15番（牧野考二） ４番行きます。 

 国では事業承継税制を行い、後継者問題に対応し

ています。これをどのように事業者へＰＲしていき

ますか。 

○議長（二橋益良） 市民経済部長。 

○市民経済部長（長田尚史） 事業者へのＰＲは、

市の広報のほか、経営指導を行っております商工会

さん、また借り入れ等の相談の窓口となる金融機関、

また税理士、会計士などの事業者の身近な関係にあ

る方々への情報提供、働きかけをしていくことが有

効だと考えております。 

 事業承継にかかる優遇税制も始まっておりますの

で、２月から、先ほども申しました静岡県事業承継

ネットワーク事業が実施されております。この事業
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に参画し、事業承継にかかわる情報の収集や効果的

なＰＲが事業者のほうへできますよう努めてまいり

たいと考えております。以上です。 

○議長（二橋益良） 牧野考二君。 

○15番（牧野考二） ありがとうございます。非常

に国も重要視してきました。ですから、相続税とか

そういう関係で考えてきて、ことし１月１日からそ

のようになってきましたね。その辺をＰＲしていた

だきたいと思います。 

 従来の我が国の事業承継制は適用要件が諸外国に

比べて厳しく、認定件数が年間500件程度でした。

今回、経営環境変化に対応した免税制度の導入、対

象株式数上限を撤廃し、猶予予約が100％に拡大、

雇用要件を抜本的に見直し、対象者の制限を大幅に

緩和、より多くの方が事業承継を活用できるように

なりました。 

 事業承継の際の贈与税、相続税、これ国税ですね。

国税の負担を軽減する、事業承継税制は今後10年に

限り大きく拡大し、平成30年１月１日から平成39年

12月31日までの贈与税、相続税についての適用され

ます。これ、贈与税ゼロですね。ただし、このとき

には５年間以内に申請をしてくださいというような

制約もありますね。親族外への事業承継、Ｍアンド

Ａの支援策を創設し、ＭアンドＡの際に発生する税

制負担、登録免許税、それから不動産取得税の軽減

措置を創設した。 

 このように事業承継に当たり、税制面での軽減策

を国が打ち出してきました。非常にいい条件になっ

てきていると思います。ただし、今の中小企業の皆

さんは、この条件をまだ知らない方が非常に多いと

思うんですね。ですから私がＰＲどのようにしてお

られますかというのは、やはり税理士さん、あるい

は金融機関の皆さんにＰＲして、何とか話をしてく

ださいということでやったら随分の方が救われるん

ではないかと思います。というのは、中小企業の皆

さんというのは、自分でお金を出して、それで敷地

を買ったり、建物を建てたり、設備をしたりと目い

っぱいやっておられますね。それに今度、次の世代

に行くと相続税がかかりますよ、登録税かかります

よということで、税金を取りたい放題取るような感

じでやられますんで、非常に苦しんでると思います。

ですから今まで後継者という問題について、余り深

く考えなかったというか、足を踏み入れなかったと

いうのは事実だと思います。これをきちっとやるこ

とによって、多くの方が救われるんではないかなと

こんなふうに思いますけども、部長の意見としては

いかがでしょうか。 

○議長（二橋益良） 市民経済部長。 

○市民経済部長（長田尚史） 議員がおっしゃられ

ますように、事業承継というのは本当になかなか進

まないし、事業者の皆さんに聞いても、気づきにく

いというところもあるかと思います。 

 せっかく現在、国でも税制上のバックアップを進

めてまいりますので、市でも関係する機関において

も、それぞれ事業者においては例えば親族に継承す

る場合、または従業員さんが承継する場合、また第

三者にという場合もありますので、それぞれやはり

身近なところで相談を聞かないと、バックアップや

相談体制もできないということが考えられますので、

市も市内の関係機関とともに、できるだけ事業者の

状況を聞いて、御相談できたり、相談機関を紹介し

たりできるような体制を整えていきたいというふう

に考えております。以上です。 

○議長（二橋益良） 牧野考二君。 

○15番（牧野考二） わかりました。ぜひしっかり

バックアップしてやってください。多分、中小企業

の会社の皆さんは、頼りになるのは市と商工会でな

いかなと思います。その辺でよく理解してあげてほ

しいと思います。 

 次へ行きたいと思いますが、よろしいですか。 

○議長（二橋益良） ５番ですね。 

○15番（牧野考二） ５番です。 

 湖西市は中小企業によって雇用・税制面で大きな

支えになっております。今後も市の発展のために、

事業承継に力を注いでいただきたい。そのためには

市の支援体制が必要だと考えます。 

 後継者が決定しても、事業承継の準備が不十分、

または何もしてないという企業の合計が８割、何も

してないというのが８割おられます。このようにあ

る程度早期に後継者が決定されていても必ずしも十
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分な準備が行われていない理由として、事業承継問

題は、きょうあすに必ず発生するということでもな

いという性質があります。日々の業務の関係で優先

順位が下がっていることも考えられます。 

 このように経営者が早期に準備・着手する、目標

への意識を高め、刺激、特に企業に与える奨励金、

報奨金がないことが事業承継問題の特殊性であると

いうことが言えると思います。 

 具体的に着手する事業承継の準備項目として、企

業経営、後継者教育、経営環境、相続対策という４

つの点に着目をしたいと思います。 

 後継者教育や経営環境の整備に着手している経営

者も多い一方で、企業経営や相続対策など専門知識

が必要とされるものには着手できていない企業が比

較的多いと思います。経済産業省の内部試算では、

黒字廃業を放置すると2025年までの累計では65万人

の雇用が、そして22兆円に上る国内総生産、ＧＤＰ

が失われると言われております。 

 世代交代した企業は、利益や売り上げがふえる傾

向に強く、政府も大廃業回避へ５年間程度集中的に

対策を講じております。事業承継を進めるには、中

小企業に関心を持つ多くの投資家がアプローチでき

る小規模ＭアンドＡ市場を整えるべきだと声もあり

ます。 

 フランスでは、事業売却を希望する企業のデータ

をインターネット上の国内取引所に公開し、効率的

に引き合わせております。前向きに考えてると思い

ます。 

 日本経済の活力を高める上で、次から欠かせない

のが雇用の７割を支えている中小企業の成長です。

ところが、後継者不足が深刻で廃業に追い込まれる

例も少なくありません。円滑な事業承継に向け、総

合的に対策を講じるべきときが来たと思います。 

 湖西市は中小企業によって雇用、税制面でも大き

な支えになってることは言うまでもありません。今、

目の前に起きてる人口減少、税収を何とか食いとめ、

前に出て行かなくてはなりません。それには、中小

企業の皆さんには、事業承継に力を注いでいただき、

湖西市の発展のためにお願いしたいと思います。 

 それでは、湖西市の考え方としてはいかがでしょ

うか。 

○議長（二橋益良） 市長。 

○市長（影山剛士） お答え申し上げます。 

 議員今おっしゃるとおりでありまして、中小企業、

この湖西市でも極めて大きな役割を果たしていただ

いてますし、市にとっても非常に大切な企業ばかり

であります。 

 今、大変詳細に御説明をいただきましたですけれ

ども、私も湖西市に帰ってくる前の国の組織にいる

ときにも、たしか2000年の初めごろだったと思いま

すけど、事業承継税制ですね、何とか中小企業の事

業承継を活性化していこうということで、財務省、

そして財務局だとか金融庁の職員としても、東京で

いうと大田区とか、中小企業の集まっている台東区、

大田区なんかは特に下町ロケットのドラマとか映画

にもなりましたですけれども、そういったところに

調査をさせていただいて、随分そのころに比べると、

税制面でも事業承継、ＭアンドＡも含めて整ってき

たなということは実感をしているところであります。 

 翻って湖西市に関しては、これは全国もそうです

けれども、まずは事業者さんのほうでどういったこ

とをお考えになるかというのが大原則だとは思いま

すが、議員の御指摘もあったとおり、やはり日々の

お仕事、当然、そこがお忙しいと思いますし、なか

なか先のことまで考える余裕がないというのは、実

際私も言われたこともありますので、そこはなかな

か難しい問題だとは思います。ただし、やはり今の

お仕事、いわゆる中小企業の技術を持っていらっし

ゃるところはたくさんありますので、そういった技

術を継承していただく。もちろん雇用の、大切な雇

用の創出ということも市内で担っていただいてます

ので、そういったお立場からぜひ事業承継に関して

もしっかりとこの地域に根を張って操業を続けてい

ただくということが重要だと考えております。 

 また、さっき部長からも答弁ありましたですけれ

ども、県のほうでも事業承継ネットワーク事業とい

うことで、今開始をいただいておりますので、そう

いった事業もしっかりと連携して活用させていただ

くということと、これも先ほど御指摘にもあったと

おり、やはり一番事業者の皆さんが身近なのは、も
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ちろん市もそうですけれども、商工会さんだとか、

信用金庫さんとか銀行の金融機関さんが、日々事業

者の皆さんとは密に連携をとっていただいてるとい

うふうに思いますし、専門的には当然弁護士さんだ

とか中小企業診断士さんとか、公認会計士さんもそ

うですけれども、そういった方々もいらっしゃいま

すので、そこは一体となって関係する団体と市も連

携しながら、そういった必要な支援体制は整えつつ、

やはり制度がまだ周知されていないということは議

員も御指摘のとおりですので、ＰＲだとか、御説明

には丁寧に努めていきたいというふうに思っており

ます。 

 さらにこの前の施政方針だとかきのうの一般質問

にも多少ありましたですけれども、事業承継ダイレ

クトではないにしても、今回、生産性向上に資する

ような設備投資につきましては、固定資産税を湖西

市としても３年間は免税、ゼロにするというような

思い切った措置を中小企業庁、経済産業省さんと連

携をさせていただいて、その分ものづくりの補助金

等とも採択されるように頑張っていくというような

選択をさせていただいて、これから条例は上程をさ

せていただきますけれども、そういったことも含め

て、やはり設備投資を活性化することによって操業

を続けていただく。そして事業承継がしやすくなる

というような地盤の整備に努めてまいりたいという

ふうに思ってます。 

 あと最後に、これも御案内ですけれども、今回４

月からの湖西市の組織としても再編をして、今の商

工から産業振興課という形で、商業、工業をもちろ

んとして、農林水産業も一緒にさせていただきます。

これは事業承継というのはもちろん、工業、中小企

業の方もそうですけれども、農林水産業でも後継者

不足に悩んでいる方々いらっしゃいますので、そう

いったところも一体となって、どういった形で御支

援ができるかというのは、スピード感をもってやっ

てまいりたいというふうに思っております。以上で

す。 

○議長（二橋益良） 牧野考二君。 

○15番（牧野考二） 市長の答弁、本当にありがと

うございます。ぜひその線で私は行ってもらいたい

と思います。そうでないと、湖西市は救われんじゃ

ないかなとこんなふうに思います。 

 この承継問題というのは、随分前から、今市長が

言われたように2000年の初めですね、私言ったよう

に2005年ぐらいからあちこちで話が出てきましたね。

それでまだ何も手つけずで、この辺では何も手づけ

てないんですね。その辺で、さっきも私言いました

ように、よその市がやったからやるんじゃなくて、

湖西市はもっと積極的に情報を得て、いろんなこれ

はいいじゃないかという情報を得て、前へ出ていた

だきたいなと思います。本当、市長、ありがとうご

ざいました。よろしくお願いします。結構です。 

 では次へ行きたいと思います。よろしいでしょう

か。 

○議長（二橋益良） 主題の２ですね。 

○15番（牧野考二） ２です。はい。 

 職員の交通安全管理についてです。 

 最近の新聞紙上で、県や市の職員が交通違反によ

り、運転免許証の書きかえを忘れていたことが表面

化しています。湖西市においても２年前に市内の中

学校教諭が運転免許証書きかえを忘れて事故を起こ

した事件がありました。また、市では公用車につい

ても運転免許証書きかえを忘れたまま運転したり、

車検切れの車両を使用していたような報道がありま

す。 

 質問の目的としては、初歩的なミスだと思います。

職員の安全・安心を考える厳しい管理をするべきだ

と思います。 

 では１問目へ行きたいと思います。 

 職員の運転免許証の有効期限などをどのように管

理しておられますか。教えてください。 

○議長（二橋益良） 総務部長。 

○総務部長（森 宣雄） お答えをいたします。 

 運転免許証の確認につきましては、平成28年度に

市内の中学校に勤務する教諭が起こした事故よりも

以前の平成22年度から、毎年１回、４月に免許証の

種類、有効期限、任意保険等について自己申告方式

で確認をしておりました。 

 また、平成27年10月に所属長が原本を視認する、

目で見て確認する方式を追加し、年に２回実施する
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ことにしており、現在も継続して実施しております。 

 なお、今回、元危機管理監の無免許運転の発覚を

受け、緊急で全職員に対し、所属長による原本視認

と証明書のコピーの提出を求めるとともに、契約管

財課でも有効期限を視認したところでございます。

以上です。 

○議長（二橋益良） 牧野考二君。 

○15番（牧野考二） 今は１年に１回ですか、管理

されてるということですね。 

○議長（二橋益良） 総務部長。 

○総務部長（森 宣雄） １年に、免許証の確認自

体は１回ですけども、調査としては２回行っており

ます。４月と10月という形で。 

○議長（二橋益良） 牧野考二君。 

○15番（牧野考二） 実は免許証の確認ということ

で、こういう話があるんです。実は、株式１部上場

している会社で、公用車のチェックはもちろんのこ

と、社員一人一人の運転免許証、車検証を毎月１回

提出させてるんですね。現物ですよ、現物を提出さ

せて確認していると。それは自分の所属している課

とそれからここでいうと財務、総務の関係ですね、

そっちで確認すると。２つで確認してるんですね。

そのぐらい厳しくやってるところもあります。 

 ですから、とかく市の職員が、あるいは我々議員

が違反をやるとすぐやり玉に上がります。そういう

ことからいくと、防御策としては、やはりそのぐら

い厳しいことをしてもいいんじゃないかなと思いま

すけど、部長、いかがでしょう。 

○議長（二橋益良） 総務部長。 

○総務部長（森 宣雄） 現在、年２回の確認とい

うか、やっておりますけども、基本としては市職員

としての意識であるとか、自覚に任せている部分が

非常に多いと思っております。これにつきまして、

実際に有効期間が切れた形で乗っていたという、こ

ういう事例が実際に出てきておりますので、どうい

った形でそういった確認ができるのかは、少しやり

方については研究をさせていただきたいというふう

に思っております。よろしくお願いします。 

○議長（二橋益良） 牧野考二君。 

○15番（牧野考二） よろしくお願いいたします。

このようなミスのないように、我々議員も、そうい

うことのないように、自分自身をしっかり管理せな

いかんなと、こんなふうにも思います。 

 それでは２問目の公用車の車検有効期限や１年点

検などの管理はどのようにされておりますか。お聞

きしたいと思います。 

○議長（二橋益良） 総務部長。 

○総務部長（森 宣雄） お答えをいたします。 

 公用車を使用する課において、業者から届く車検

や点検の案内通知と、週１回行っております車両の

点検で時期を確認し、点検漏れがないよう管理をし

ております。 

 また、契約管財課を初め特殊車両を管理する廃棄

物対策課等では、車両管理一覧表から車検及び点検

対象車両を確認し、それにかかる費用を予算計上し

ているところでございます。以上です。 

○議長（二橋益良） 牧野考二君。 

○15番（牧野考二） ありがとうございます。それ

では、それを先ほど私言いましたように、契約管財

課で管理しているということですね、契約管財へ任

せただけでよろしいでしょうかね。というのは私は

何が言いたいかというと、やはり人間というのは落

ちがあります。１カ所で管理していいかという問題

じゃないと思います。所属する課と契約管財で、両

方でダブルチェックするべきではないかと思います

けど、いかがでしょうか。 

○議長（二橋益良） 総務部長。 

○総務部長（森 宣雄） お答えをいたします。 

 今現在、直接、管理というか、全体の公用車を管

理しているのは契約管財課ですけども、個々の課に

公用車を割り当ててありますので、そこの課が直接

的には管理をしております。それとあわせて、先ほ

ど申し上げましたように、業者からの点検等の案内

とダブルチェックという形ではやっておりますけど

も、基本的に公用車の台帳としては、契約管財課の

ほうで管理をしているという事実もございますので、

この点につきましては、逆に契約管財課のほうから

どのような形で各課にその辺のアプローチができる

かという方法につきましては、今直接しているのは

月１回の月報と、それから毎月月曜日に点検を行い



１８６ 

ますので、そのときに必ず点検の日時、車検の日時、

そういったものを確認するようにという形での文言

をあわせて通知しておりますので、そういった形で

ダブルチェックやトリプルチェックになるような形

で対応させていただくという形をとらせていただい

ております。以上です。 

○議長（二橋益良） 牧野考二君。 

○15番（牧野考二） ありがとうございます。その

ぐらいにきちっとやっていただけると、本当にミス

もなく、市民の皆さんから苦情ももらわずに済むん

じゃないかなと、こんなふうに思います。ぜひこれ

からもそれを続けてほしいと思います。以上で私の

質問を終わります。ありがとうございました。 

○議長（二橋益良） 以上で、15番 牧野考二君の

一般質問を終わります。 

───────────────── 

○議長（二橋益良） 次に３番 土屋和幸君の発言

を許します。３番 土屋和幸君。 

  〔３番 土屋和幸登壇〕 

○３番（土屋和幸） ３番 土屋和幸です。よろし

くお願いいたします。 

 私のほうは、岡崎小学校西側交差点の整備と、湖

西用水土地改良区、文化協会の事務所の移転につい

てお伺いしますので、よろしくお願いいたします。 

 まず１問目ですが、岡崎小学校西側交差点の整備

についてお伺いをいたします。 

 この交差点は、小学生、中学生、通勤者が大変多

く利用する場所であります。小学生、中学生で

1,200人の子供たちが通いますが、そのほとんどが

その交差点の付近を通過いたします。付近には、民

家も多く、朝夕の通勤時間帯は大変な交通量であり

ます。しかし、この交差点は見通しも悪く、直結す

る南北の道路は自動車のすれ違いも困難なほど狭い

ため、非常に危険な地帯となっております。 

 市の厳しい財政事情を考えれば、早急に整備を行

うことは難しいとは思いますが、今までの湖西市政

が振り向きもしないで放置してきたことは事実であ

ります。もし、安全対策を考えていないというので

あれば、大きな事故が発生するのを待っていること

と同じと思われます。 

 きょうの静岡新聞にありましたように、市長の発

言の中で、市民の安全・安心というのは最優先課題

だというふうにうたっておりましたが、こうした地

域の状況を市はどのように考えているかをお伺いい

たします。 

 質問の目的でありますが、地域の皆さんが安全・

安心に通学・通勤するためであります。 

 まず１番目ですが、交差点における危険度などの

現状について、市民の声を聞くなど、どのような方

法で把握されているかお尋ねします。 

○議長（二橋益良） 都市整備部長。登壇してお願

いします。 

  〔都市整備部長 片山彰宏登壇〕 

○都市整備部長（片山彰宏） お答えいたします。 

 御指摘をいただきました岡崎小学校西側交差点の

改修につきましては、地元自治会である上ノ原自治

会から要望書が提出されており、その都度現地を確

認しておるところでございます。 

 また、平成26年度からは教育委員会、公安委員会、

道路管理者等が、各小学校から提出された意見をも

とに通学路の合同点検を実施しているという状況で

ございます。以上で答弁とさせていただきます。 

○議長（二橋益良） 土屋和幸君。 

○３番（土屋和幸） 危険な所であるということは

十分認識をされておるということなんですけども、

そういったところで危険だというのはわかっている

けども、やらないというふうに、やれないのか、や

らないのか、その辺のところはちょっと確認をさせ

てください。 

○議長（二橋益良） 都市整備部長。 

○都市整備部長（片山彰宏） 私どもとしては、や

っていきたい現場ではあると考えておるところでご

ざいます。ただ、部分的な交差点の拡幅整備を行い

ますと、県道から市道に進入する車両の速度が早く

なってしまいまして、現状の交差点の形状よりも逆

に危険度を増すのではないかと、そういう判断がで

きます。そのためには、道路構造令に即した交差点

改良を行う必要がございまして、この道路構造令に

即した交差点改良を行うためには、多額な経費が必

要であるということでございます。したがいまして、
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計画的に事業実施する必要があると考えるところで

ございます。以上です。 

○議長（二橋益良） 土屋和幸君。 

○３番（土屋和幸） わかりました。 

 そういった安全面でのことなんですけども、教育

長さんにお尋ねしますけども、そういった小学校、

中学校への児童のそういった安全の通学のための方

策というか、対応策みたいなものはあるんですか。 

○議長（二橋益良） 教育長。 

○教育長（渡辺宜宏） 対応策といいますか、地域

の方々がその通学路に立っていただいたりだとか、

そういうようなことで、自動車だとか、そういった

ものにも注意を呼びかけるし、子供たちにも注意を

呼びかけるというふうな形で一応対応はしておりま

すけども、先ほど申しましたように通学路の点検と

いうのを毎年小・中学校で行っております。それに

ついては、先ほどもあったように公安委員会あるい

は道路管理者、その方々を交えて現地へ行って、し

っかり見て、今後どうしたらいいかというような事

柄も相談をさせていただいてるところであります。

以上でございます。 

○議長（二橋益良） 土屋和幸君。 

○３番（土屋和幸） わかりました。 

 それでは２番目のほうに移ります。 

 今、教育長さんのほうからそういった通学路の点

検とかいろいろやられてるというお話だったんです

けども、そのときに部長さんのほうで大変お金がか

かるよというお話だったと思うんですけども、お金

をかけないとか、これからどうしていくかという、

そういった状況の把握といいますか、そういったも

のはどんなもんでしょう。 

○議長（二橋益良） ちょっと確認をいたします。

今２番の質問ですけども、内容的に、いいですか。 

○３番（土屋和幸） 要は交通安全の通学路の点検

をやってるという話だったんですけども、そのとき

にいろんな意見が出てみえると思うんですけども、

それを点検を例えばしても、例えばこの交差点を改

良しないといけないよねという意見が出たとした場

合に、それはいわゆる莫大なお金がかかるよという

話ですと、通学路の点検をする必要があるのかない

のかなというのを私は思ってしまうんですが、その

辺の対策みたいなもの、ちょっと教えてください。 

○議長（二橋益良） 都市整備部長。 

○都市整備部長（片山彰宏） では私のほうからお

答えさせていただきます。 

 まず、合同点検で出た意見ですけども、交差点の

西側に横断歩道を設けてほしいと。それから南北方

向の道路に、見えるように信号機を設置してほしい

というようなことによって、生徒児童を安全に通行

することができるのではないかというお話がありま

す。また、南側道路の車両通行制限を下校時にかけ

てほしいというような意見もございました。このよ

うな意見の中で、議員おっしゃるように、まずは簡

易に取り組んだ内容ですけども、交差点の部分にカ

ーブミラーを設置させていただきました。また、南

側道路には通学路を示す外側線、グリーンラインで

すけども、これの延長などの工事を実施したところ

でございます。以上でございます。 

○議長（二橋益良） 土屋和幸君。 

○３番（土屋和幸） わかりました。結構です。 

 それでは３番目に移らせてください。 

 先ほど来から交差点付近が非常に危ないよという

話は市長聞いていたり、現状見られていたりして、

わかると思いますけども、この箇所の整備について、

今後の市長の考え方を教えていただきたいと思いま

す。よろしくお願いします。 

○議長（二橋益良） 市長。 

○市長（影山剛士） お答え申し上げます。 

 先月から今月にかけて、各小・中・高校と、今学

期も挨拶運動に回らせていただいてまして、たまた

ま今回は、きょうが岡小の挨拶して、きのうが岡崎

中だったもんですから、当然、これまでもそうです

けど、何度もあそこの現地は通らせていただいてま

すし、狭かったり、当然、通学時間帯に小学生、中

学生、また通勤の車が多く通られてるという事態は

認識をしておりますし、今御指摘いただいたとおり、

部長からも答弁させていただきましたとおり、安全

確保のためにまずはできることをということで、カ

ーブミラーだとか、いわゆる通学路のグリーンライ

ンの延長ということは、できることからさせていた
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だいたところであります。 

 さっきの本質的な、本格的な改良というものは当

然、相当道路の拡幅だとか、多額なお金もそうです

し、改良を要するものでありますので、自治会の要

望もいただいてますけれども、自治会の中での要望

も優先順位もあります。当然その中の優先順位もあ

ったり、危険箇所というのは１カ所だけではありま

せんので、他地区との状況だとか、危険箇所の程度

とか、そこを見ながら、しっかりと緊急性を、兼ね

合いを見ながら、順次整備に努めていきたいという

ふうに考えて、安全確保にしっかりと努めていきた

いと思っております。以上です。 

○議長（二橋益良） 土屋和幸君。 

○３番（土屋和幸） わかりました。 

 市長のお考えもわかったんですけども、それで一

点追加なんですけども、中学生が下校するときに、

いわゆる通学路でないところをショートカットして

下校する部分があって、そこが大変危険だという御

意見もあったので、お伝えだけしておきます。よろ

しくお願いします。 

○議長（二橋益良） それでは、ここで時間が来ま

したので暫時休憩といたします。再開は11時10分と

いたします。 

午前10時58分 休憩 

───────────────── 

午前11時10分 再開 

○議長（二橋益良） それでは休憩を解いて、会議

を再開いたします。 

 ただいま土屋和幸議員の主題の２のほうから進め

させていただきます。どうぞ。 

○３番（土屋和幸） よろしくお願いいたします。 

 今からは湖西用水土地改良区と湖西市文化協会が

北部の多目的センターに事務所移転したことについ

てお伺いいたします。 

 当市における、いわゆる北部多目的センターに移

転しましたが、湖西市における農業振興を支える湖

西用水土地改良区、文化振興の中核をなす湖西市文

化協会の２つの事務局が、市の中心地から離れたと

ころに移転したことにより、市民の方から不便性を

多く聞きます。そうした声に市がどのように応えて

いただけるか、お伺いいたします。 

 私は、土地改良区の事務所も文化協会も、ここに

なければ、あそこになければという認識は持ってお

りませんが、そういった声も聞くところから、お伺

いします。 

 質問の目的ですが、２つの事務局が市の中心地か

ら離れたところに移転したことにより、それぞれの

団体が勢いを失うことを心配してお伺いをいたしま

す。 

 まず１点目ですが、事務所の移転先はどのような

経過から現在地に決まったか教えてください。 

○議長（二橋益良） 市民経済部長。 

○市民経済部長（長田尚史） お答えいたします。 

 従来事務所がありました旧勤労青少年ホームの周

辺を第一候補地として移転先の検討を進めてまいり

ました。しかしながら、適地は見つからないという

結果でございました。 

 また、民間施設におきましては家賃等多大な経費

をまた組織のほうに要しますことから、経済性と利

便性の確保を条件として、公的施設から適地を探す

こととなり、施設管理の所管課との協議、また調整

を経て、北部の多目的センターに決定し、先般移転

したところでございます。 

 また、経緯につきましては文化協会におきまして

も同様であると聞いております。以上です。 

○議長（二橋益良） 土屋和幸君。 

○３番（土屋和幸） わかりました。それで結構で

す。 

 それで２番目に移ります。 

 湖西用水土地改良区の事務所の移転により、市の

農業振興についてどのような影響があるかをお尋ね

します。 

 きょう午前中にも市長のほうでも農林水産業の話

が出ておりましたが、要はいろんな施策が打ち出さ

れておると思うんですけども、農業について、具体

的なものがなかったので、ちょっとお伺いをいたし

ます。 

○議長（二橋益良） 市民経済部長。 

○市民経済部長（長田尚史） 現在の事務所は、南

部地域、また市役所からアクセスはやはり従来に比
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べて悪くなりました。ただ、実務上、改良区の事務

局の運営や市の農林水産課との事務の連携には大き

な支障は生じておりませんので、農業振興に直接対

する影響は今のところないものと考えておるところ

です。以上です。 

○議長（二橋益良） 土屋和幸君。 

○３番（土屋和幸） わかりました。 

 それでちょっとお尋ねしたいんですけども、そう

いう事務所の移転に伴うというよりも、いわゆる農

業振興という面で、ＪＡとか振興協議会とか、そう

いった生産者の団体、湖西用水とか、そういった機

関と話をして、それで湖西の農業をどうしていこう

かとかいう、そういう話し合いの場とか、そういう

ことは実際あるもんですか。ちょっと教えてくださ

い。 

○議長（二橋益良） 市民経済部長。 

○市民経済部長（長田尚史） 議員がおっしゃいま

すように、農業振興協議会、また優良認定農業者等

との協議の機会はございますので、その中で現状と

か対策等を話し合って、農業振興の事業に生かそう

としているところでございます。 

 また、先ほど先般も議題にもなりました農業委員

会法のほうが変わりまして、土地利用のことについ

て、これから農業委員会と対策委員の中で協議をし

ていくということで、その辺も踏まえまして農林業

の振興のほうの対策を進めていきたいというふうに

考えております。以上です。 

○議長（二橋益良） 土屋和幸君。 

○３番（土屋和幸） 今、部長さんのお答えでわか

ったようなわからない。というのは、いわゆる具体

的にはこういうようにしていきたいとか、そういう

ことがあるかどうかという。いわゆるＪＡとかそう

いう振興協議会と生産者と話し合う機会は持ってる

と言いますけども、実際その場でどのような話があ

ったりしているのか。というのは、心配するのは耕

作放棄地が大変多くなっている。そういった耕作放

棄地の対策とか、高収入が期待できるような農業を

つくっていこう、そういった場面をつくっていこう

という、そういうものがあって、それで農業の集約

化とか、農業法人とかそういったものをつくってい

こうと思っているのか。また農業の場合は補助金の

中で大変多くの補助金がメニューとしてあるんです

けども、そういったメニューを精査しているのかど

うかもあわせて教えてください。 

○議長（二橋益良） ちょっとお尋ねします。この

移転に対する質問だと思いますけども、それに関連

したことなら結構ですけども。 

○３番（土屋和幸） 関連しておりますんでよろし

く。 

○議長（二橋益良） では、市民経済部長。 

○市民経済部長（長田尚史） 議員がおっしゃいま

すように、ＪＡさん、もちろん農業振興協議会、ま

た本当に土地改良区とも話し合う機会はございます。

その中でやはり今、もちろん農業の政策を進めてる

主な事務所として西部農林事務所等がございますの

で、本当にそういう農業者と補助金団体、事務所で

すね、あとはＪＡさんと話し合いを続けて、補助金

の選択であるとか、あとは補助金の使いやすいメニ

ューの紹介とか、そういうものを通じて事業に結び

つけてるということで進めているところでございま

す。 

 また先ほど市長の答弁にもありましたように、今

回、産業振興課ということで新年度から組織が変わ

りますので、本当に商業、工業と連携した、例えば

６次産業とか、そういうふうな事業に展開していけ

ばということで事業を進めていきたいなと考えてい

るところでございます。以上です。 

○議長（二橋益良） 土屋和幸君。 

○３番（土屋和幸） わかりました。 

 ただ、一点、部長のほうで第６次産業というかな、

そういう話もあったですけども、私の経験からする

と、６次産業と簡単にいうけど、では何があるんだ、

それを誰がやるんだというところまで踏み込んだこ

とをやらないと、ただ６次産業というと、ばかに新

しいことが始まって、すごいいいなというイメージ

があるんですけども、もういわゆる６次産業という

のは普通の考え方では民間とか農協とかそういった

ところが進めているので、６次産業をやるのはいい

けども、これを誰がどこからお金を持ってきてやる

かを検討しておいてください。以上です。 
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○議長（二橋益良） 終わりましたか。 

○３番（土屋和幸） はい、終わりました。 

○議長（二橋益良） それでは３番目の質問ですね。 

○３番（土屋和幸） ３番目です。 

 文化協会の事務局の関係ですけども、今の土地改

良区と全く一緒なんですけども、その影響に対する

市の対策はありますかという質問でありますので、

よろしくお願いします。 

 ○議長（二橋益良） 教育次長。 

○教育次長（落合 進） 文化協会でございますけ

れども、やはり土地改良区と同様、事務所が市の中

心から少し離れてしまったものの、文化団体等から

は特に活動自体の相談は受けておりませんので、今

のところ問題はないかと考えております。以上です。 

○議長（二橋益良） 土屋和幸君。 

○３番（土屋和幸） そういった会員の皆さんから

そういった困ったななんていう話がないのであれば

結構だと思いますので、そのまま継続していただき

たいと思います。 

 それで、影響は全くないということなんですけど

も、今後もその場所にずっととどまっていくのかど

うかは市長さんのお考えをお伺いします。 

○議長（二橋益良） 市長、いいですか。 

○市長（影山剛士） お答え申し上げますが、文化

協会に限ってという理解でよろしいですか。 

 今、部長や教育次長のほうからも答弁させていた

だきましたけれども、当然、移転に伴って今までの

場所から遠くなったりだとか、かえってもちろん逆

に近くなったという声も伺いましたですけれども、

当然そこは移転によってさまざまなメリット・デメ

リットがあるということは承知をしております。 

 将来にわたってそこにあるかどうかというのは、

今一般質疑の中でも御質問いただきましたし、公共

施設を再編する中でしっかりと、当然この市役所だ

ったり、新しい市民会館、これから候補地をお示し

をさせていただく予定にしてますけれども、その中

で従来あるべき姿、例えば市との共同であったりと

か、連携が必要であれば、近いに越したことはあり

ませんので、そういったところにスペースを探して

いくだとか、これはもちろん文化協会に限らずです

けれども、湖西用水もそうですし、さまざまな団体

はさまざまな活動を、湖西市のために、市民のため

に活動いただいてますので、そこは適地を探してい

くという努力は続けていきたいと思いますし、これ

から一番大きいのはやはり市民会館の新市民会館の

複合施設に伴う、どういった団体がどういったとこ

ろで活動いただくかということだと思いますので、

そこはしっかり考えて、スペースの確保に努めてま

いりたいと考えております。以上です。 

○議長（二橋益良） 土屋和幸君。 

○３番（土屋和幸） 市長のお考え、わかりました。

将来的な面は正直言って誰にもわからない部分もあ

るし、こういうふうにしていきたいという、やはり

そういうことを考えていっていただいて、前向きな

方向に展開していただければ結構だと思います。私

の質問は終わります。 

○議長（二橋益良） 以上で、３番 土屋和幸君の

一般質問を終わります。 

───────────────── 

○議長（二橋益良） 続きまして４番 高柳達弥君

の発言を許します。４番 高柳達弥君。 

  〔４番 高柳達弥登壇〕 

○４番（高柳達弥） ４番 高柳達弥でございます。

今回、２点について、通告書に沿って一般質問をさ

せていただきます。 

 最初に湖西市の中長期の行財政状況についてです

が、今、日本の景気は金融緩和やアベノミクスの効

果もあり、いざなぎ景気に次ぐ戦後２番目の平成景

気と言われていますが、余り今実感はありません。

株価も２万5,000円ぐらいになるということで、一

時２万4,000円ぐらいということで、今現在は２万

1,000円ぐらいということで低迷しています。 

 しかし、景気動向は今後しばらく現状の状態で推

移すると思われますが、東日本大震災の復興事業終

了や東京オリンピック・パラリンピックの後、また

2025年、団塊世代が75歳を迎えるころには、少子高

齢化が深刻となり、さまざまな要因も重なり、今の

景気がこれからも続くとは思われません。 

 本市の新年度予算において、歳入の中での自主財

源比率は69.1％で、市税がそのうち約８割を占め、
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個人・法人市民税、固定資産税が主なものでござい

ます。近年は、市税の総額が100億円余で推移し、

ある面安定していますが、景気の動向によっては市

税が大幅に減収となり、行政施策の執行にも影響し

ますので、財政的に中長期の見通しがどうなるか心

配をするところであります。 

 少子高齢化の進展は、社会保障経費を増大させ、

一方で歳入となる普通交付税、臨時財政対策債が、

平成32年には交付されないなど、広報こさい12月号

「財政状況から見る、湖西市のこれから」で、歳入

の減少、歳出の増加など厳しい財政状況について報

告されたところです。 

 歳入増加策として、ふるさと納税の推進、歳出の

削減の取り組みなど、行財政改革アクションプラン

によって一定の成果が上がっているところがありま

す。これにより、中期財政計画及び財政見通しが確

立され、総合計画の着実な事業推進が図られていま

すが、現状の財政状況と中長期の財政状況によって

行政施策を進めていくためには、これからどのよう

に考え、健全な財政運営を進めるか伺います。 

 質問の目的。財政計画と行政施策の推進について

確認するため。 

 質問事項の１番でございますが、湖西市財政の現

状と中長期の見通しについて。 

 将来、少子高齢化による人口減少、市税収入の減

少など見込まれる中、市長の施政方針においてのさ

まざまな対策、施策に将来を残し、苦労した予算で

あったと思われます。また、予算説明会にも詳細な

説明があり、苦しい台所事情は理解しております。 

 その上で申し上げます。これからやらなければな

らない大きな事業が多くあり、中には今まで先送り

されてきたものもあり、これらを一手に引き受けな

ければならない市長も大変であります。 

 財政状況を見ながら計画的に事業を執行していく

ことになりますが、長期的に財源不足となり、想定

している事業執行が停滞し、行政サービスが低下す

る事態も予測されると思われますが、財政的な長期

予測と、それに対する考えや見通しなどをお伺いい

たします。 

○議長（二橋益良） それでは、市長。登壇してお

願いします。 

  〔市長 影山剛士登壇〕 

○市長（影山剛士） お答え申し上げます。 

今、高柳議員からもまさに御指摘をいただいたとお

りの状況でございまして、昨年、就任以来といいま

すか、るるこの市議会等々でも御説明、御発言をさ

せていただいたり、今御指摘ございました広報こさ

い12月号等々でもお知らせをさせていただきました

とおり、湖西市の財政状況、特にまずは今後の歳入

につきましては、やはり合併算定がえによって交付

税の減少でありますとか、法人税割が、これは制度

によるものですけれども、税率が引き下げられると

いったもの、そういったさまざまな要因によっての

減収が見込まれているのは事実であります。 

 さらには歳出におきましても、これは日本全体の

状況とはいえ、社会保障費が自然増をしていく。さ

らには今何度もここでも御説明をさせていただいて

るとおり、公共施設をこれから適正化、再編をして

いかなければならない、さらには例えば環境センタ

ーの再開でありますとか、そういった大型の事業も

控えておりまして、事業費についても増加をしてい

く見込みでありますので、中長期的にはこれから極

めて厳しい財政状況が続くということは私も非常に

厳しい思いで認識をしておりますし、市民の皆さん

にも厳しいことを申し上げなければならない。先ほ

ど御指摘もありましたけど、先送りをできるものな

ら感情的にはしたいと思うものもあります。ただそ

ういったことから逃げていては、この湖西市の発展

だとか、まちづくりが、さらに発展を続けるために

は避けて通れない物事が数多く控えておりますので、

そこには真正面から取り組まなければならないとい

うふうな認識でおります。 

 その中で、今申し上げた厳しいことは多数ござい

ますけれども、他方で今後計画されています浜名湖

の西岸の土地区画整理事業でありますとか、それに

伴う大倉戸茶屋松線の道路整備、さらには北部方面

におきましては浜松三ヶ日・豊橋道路を今調査をし

ていて、ルートの選定を一生懸命行っているところ

でありますけれども、そういった整備の進捗に伴っ

て新たな産業基盤、産業拠点、さらにはその道路整
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備に伴う新たなまちづくりが展開されるということ

が期待をされますし、当然浜松・三ヶ日豊橋道路に

おきましても、産業道路や生活道路、今の国道301

号の渋滞解消といった具体的な効果も期待できます

し、さらには災害時の緊急避難経路ということでも

さらにこの安心・安全が高まるものということで、

この地域が魅力あふれて、人を呼び込める地域にな

るのではないかということを期待を持って進めてい

るところでございます。 

 さらには、こういったさまざまな区画整理も含め

て、企業誘致、産業振興によって、雇用の確保が期

待できること、さらにはそれによって住民税であり

ますとか法人税、固定資産税の歳入の増加というも

のは、これも過去にもお話をさせていただいてます

けれども、そういったものが定量的にはともかくと

しまして、具体的に増加につながるものというふう

に考えております。 

 これから、平成33年度には湖西市としても新たな

総合計画が始まりますけれども、当然、それに伴っ

たといいますか、その前から今は移住・定住の促進

というものは従来から続けておりますし、何よりも

人口減少を食いとめて、活気あるまちをつくってい

く、魅力的なまちをつくっていくために、さまざま

な施策をスピード感をもって推進しなければならな

いと考えております。 

 今も若い世代を中心としました幅広い世代の皆さ

んとの意見交換会も開催させていただいたりとか、

中学生にアンケートをとって、今の湖西市にとって

魅力的なもの、足りないものをお伺いさせていただ

いておりますし、そんな中から今回30年度予算でも、

こさいフレンズでありますとか、新婚さんへの新生

活応援といった湖西市に人を呼び込める、そして住

んでいただけるような新しい施策も提案をさせてい

ただいたところでありますので、そういったことを

取っかかりとして、さらにこれからそういった施策

を充実させるということで、湖西市に人を呼び込ん

でいく。そして若い世代、まさにこれからの将来世

代の流出を防止して、この湖西で定住、長く住んで

いただくということを展開していかなければならな

いと考えておりますので、そのためにも厳しい財政

事情ありながら、新たな施策も同時並行でやってい

く。そして稼ぐ力を強化していくということを続け

てまいりたいと考えております。以上です。 

○議長（二橋益良） 高柳達弥君。 

○４番（高柳達弥） 本当に丁寧な説明でありがと

うございます。 

 この後、私が質問いたしますけどが、今のお答え

の中でかぶることもあるかもわかりませんが、この

後一応質問させていただきたいと思います。 

 それでは２番目に入ってよろしいですか。 

○議長（二橋益良） はい、どうぞ。 

○４番（高柳達弥） ２番目、公共施設等の適正管

理のための財政措置について。 

 公共施設等適正管理推進事業の対象事業には、集

約化・複合化事業、長寿命化事業、立地適正化事業

など、６事業があり、集約化・複合化事業は、既存

の複数の公共施設を現状よりも少ない数に統合し、

維持管理にかかる経費の軽減につながる施設保有量

のスリム化を図るもので、主にこの方向で進めてい

るところでありますが、長寿命化事業では、公共用

建物の耐用年数を超えて延伸のため施設改修、改善

と、また社会基盤施設の道路、ため池整備があり、

また立地適正化事業はコンパクトシティの形成に向

けたまちづくりのため、人の居住や生活サービス機

能の集約化を進めるものであるが、現在、市におい

ては集約化・複合化等に向けて公共施設の再配置を

進めようとしてますが、説明した長寿命化事業や立

地適正化事業も、今後あわせて進めていかなければ

ならない事業でありますが、財政措置をどうしてい

くか。これらの事業を進めるために、行政サービス

をおろそかにすることはできません。そのためにど

うするか。 

 地方財政措置として、公共施設等適正管理推進事

業債があります。事業費の90％について地方債を充

当可能となっています。しかし、本市は交付税の不

交付団体で、対象にならないと言われてますが、地

方債の償還費について、事業によって30％、50％を

後年度、地方交付税の基準財政需要額に算入できる

とあります。今後、事業を進める中で活用していけ

ば、基準財政需要額が基準財政収入額をオーバーし、
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交付団体となり、財政悪化にもつながりますが、交

付を受けて事業を実施していくか、また健全財政を

目指した公共施設等の適正管理事業を先送りして実

施していくのか、またほかに財源を求めて実施して

いくのか、選択が必要となりますが、財政措置をど

うしていくか伺います。 

○議長（二橋益良） 企画部長。 

○企画部長（松本裕行） ただいまの御質問は公共

施設等の適正管理のための財政措置をどうしていく

かということだと思います。 

 これにつきましては、先ほど市長のほうからも御

答弁はございましたが、さらなる厳しい財政状況が

予想されております。施設の適正配置を着実に進め

るとともに、交付金・補助金等の特定財源やＰＦＩ

等民間の手法も活用し、施設の更新費と維持管理費

の確保に努めてまいりたいというふうに考えている

ところであります。以上です。 

○議長（二橋益良） 高柳達弥君。 

○４番（高柳達弥） 余り借金を恐れずに、今借金

しても投資と捉えて、事業をどんどんやるべきだと

そういうように私は考えております。 

 それでは３番目に入りたいと思います。 

 歳入の減少に対する増収策についてということで、

歳入の増収に対する取り組みについては、市長の施

政方針、市長と語る会などにおいても何度も説明さ

れているところでありますが、厳しい財政状況に置

かれている中で、対策として、職住近接、稼ぐ力の

強化を目指し、そしてふるさと納税など、さらに増

収策に取り組んでいることについて理解しておりま

すが、厳しい財政状況の中で、こんな取り組みをし

てます、こんな収入増加策を考えているということ

を伺います。 

 これを聞いて、市民の皆様にも財政の厳しさを認

識していただくために質問しますので、回答をお願

いします。先ほどの市長の説明にもかぶりますけど

が、お願いしたいと思います。 

○議長（二橋益良） 答弁お願いします。副市長。 

○副市長（田中伸弘） それではお答えをさせてい

ただきます。 

 議員のほうからの歳入の減少をしていくという傾

向にある中での増収策、どんなものがあるかという、

具体的な事例を挙げてというような御質問と思いま

す。 

 この歳入の増収策につきましては、これまでも取

り組んでまいりました市税の徴収率の向上、それか

ら今回も議案で上げさせてもらっておりますが、受

益者負担の観点からの公共施設の使用料・手数料の

見直しと、あと国・県からの補助金のさらなる掘り

起こしに努めてまいるところでございます。 

 この辺につきましては、各地方自治体との共通の

認識だと思います。湖西市独自でこれからどのよう

にやっていくかというところでございますが、いわ

ゆる今でいう国庫補助金、県の助成金、それから市

税の徴収という、そういったことに加えまして、ま

ず職員の企画力に磨きをかけまして、豊かな発想で

自主財源を生み出す稼ぐ力を強化していくところで

ございます。 

 稼ぐ力というのはどういうことかといいますと、

先ほども申し上げましたとおり、職員の企画力に磨

きをかけていくというところでございます。 

 これは例えば広告料の収入の拡大、それからふる

さと納税の返礼品の充実、それからＳＮＳを活用し

た関係人口の取り込みによる増収など、そういった

ことを考えておるところでございますが、これは特

に市独自の取り組みでございますので、国とか県か

らのマニュアルが特にあるわけではありません。そ

ういった意味で、これから職員も知恵を出し合って、

それで新しい発想、それから今までの業務をやって

いく中でのアイデア、そういったものをどんどん出

していただいて、事業化に結びつけることによって

少しでも税外収入の確保に努めていくということに

なっていくと思います。 

 先ほど市長の答弁のほうからもさせてもらいまし

たとおり、この稼ぐ力、いわゆる企画力につきまし

ては、新規事業として平成30年度の当初予算のほう

にも何本か盛り込まさせてもらっているところでご

ざいます。 

 こういったところにつきましては、すぐに結果が

出るということはわからないところではありますけ

れども、こういった職員の発想による企画力という
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新しい芽をどんどんまいていって、それで数年後に

実になって、刈りとることができればなというふう

に考えておりますので、少し私も職員の企画力には

楽しみにしているところでございます。 

 また、これらの新しい芽を伸ばしていくというこ

とに加えまして、中長期的には今市長の答弁にあっ

たとおり、移住・定住促進や企業誘致などの事業を

推進しまして、安定財源であります市民税や固定資

産税などの歳入をふやしていきたいと考えておりま

す。 

 いわゆる既存のもの、いわゆる税収を伸ばすとい

うことのさらなる強化と、それから新しい発想によ

る取り組みの強化、この２本立てということが歳入

の増収策となっていくと考えております。以上です。 

○議長（二橋益良） 高柳達弥君。 

○４番（高柳達弥） ありがとうございました。こ

れから副市長の手腕を期待いたします。 

 それでは４番目です。 

 歳出の増加が今後見込まれますが、その対応は。

これから社会保障費の増加、公共施設再配置等の実

施、新市民会館複合施設、ごみ焼却場施設の再開な

ど、多額の費用が見込まれます。 

 歳出の増加を抑制し、そして施設整備費用をどう

生み出すか。それにはどのように歳出を抑制、削減

していくか。これも市民の関心のあるところであり

ますので、対応についてお伺いいたします。 

○議長（二橋益良） 副市長。 

○副市長（田中伸弘） 御答弁させていただきます。 

 先ほどの歳入に続きまして、歳出というところで

ございます。 

 こちらにつきましては、今年度の５月から危機感

をもってやっておりまして、予算編成に向けて全庁

的にいろいろと職員との意見交換をさせてきてもら

っているところでございます。 

 こういった意見交換を通しまして、職員の共通認

識のもとで、全ての事業につきまして見直しを行う

など、歳出の抑制に努めているところでございます。 

 議員おっしゃいますとおり、今後も引き続き社会

保障費の増加、それから大型事業の推進等々、財政

需要等が大変大きなものがあると認識しております。 

 こうした中で、今後の特に大型事業とかの個別案

件につきましては、特に予算要求時だけの調整とい

うわけではなく、年間を通しまして市長を初めとし

て担当部局長と継続的な進度調整、いわゆる細かい

精査のほうをしていきまして、市民のために真に必

要な優先度の高い施策・事業を選択しまして、いわ

ゆるスクラップ・アンド・ビルドを徹底していきた

いと考えております。 

 また、将来を見据えまして、財政調整基金等の計

画的な活用や特定目的基金の有効活用などもあわせ

て図ってまいりたいと考えております。以上です。 

○議長（二橋益良） 高柳達弥君。 

○４番（高柳達弥） ありがとうございました。 

 それでは次に５番目に入ってよろしいか。 

○議長（二橋益良） はい、どうぞ。 

○４番（高柳達弥） ５番、広報こさいや予算説明

会で、歳入に見合った歳出構造への転換を図るとあ

りますが、どのような歳出構造に転換するのか。入

るをはかり出るを制するというのは、財政の健全性

から当然でありますが、歳入が減少すれば、財政規

模は縮小し、市政の衰退となります。トヨタ自動車

には改善に次ぐ改善や、オリンピックメダリストか

ら、限界に挑戦し、壁を乗り越えたところに新たな

展開が開けることを学びました。歳出構造の転換に

ついて、どのような施策を考えているかお伺いいた

します。 

○議長（二橋益良） 副市長。 

○副市長（田中伸弘） お答え申し上げます。 

 議員のおっしゃいますとおり、今歳入と歳出、こ

れは予算はこの２つしか大きく分けてないわけでご

ざいまして、予算を計上する上での事業費の今まで

は歳出規模が話題になることが多かったと思います。

何とか事業に幾らとかというのが、そういったこと

が目につくところでございますが、基本的にはそれ

を裏返して、これからは少し歳入の見込みはどうな

んだろうかというところの歳入のほうの目配りをし

ていく。そういったことが必要になってくるかと思

います。 

 歳入に見合った歳出構造への転換を図るというこ

とでございますが、別の言葉で言いますと、まずは
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歳入の今後の見込みはどうなんだろうかというとこ

ろを考えた上で、歳出を幾ら、どの事業に使ってい

くんだろうかというのを少し目配りをしながらして

いくということに尽きると思います。 

 ですので、先ほども歳出の御質問でもございまし

たとおり、とかく我々、歳出の規模というのに目が

いきがちですけども、少しそこを変えていこうとい

うとこでございます。 

 そうした中で、効果的・効率的な財政調整基金の

取り崩しに頼らない、健全な財政運営を目指してい

くことが肝要でございまして、これは私ども湖西市

は、交付税の不交付団体ということもありまして、

いざ景気が悪くなったりすると、法人税が急に入っ

てこないというときになりますと、これは不交付団

体の仕組みでございまして、国は余りいろいろ見て

くれないというところもあります。そういった意味

で、この財政調整基金という貯金をほかの交付団体

の自治体よりも多目にとっておかないと、いざとい

うときに倒れてしまうということもございます。そ

ういった意味で健全な財政運営をしていくというと

ころでございます。 

 したがいまして、事業のさらなる見直しというこ

ともやっていくということと、繰り返しになります

が、市税等の徴収率の向上ということ、それから職

住近接の移住・定住促進や、稼ぐ力の強化による新

たな収入を生み出していくという事業をやっていく

というところでございます。 

 一つは先ほど歳出の面でもございましたけども、

とかく毎年財政が厳しいということで事業費の縮減

というのがうたわれておりますけども、ここを打破

していかなくてはいけないという考えも一方で持っ

ておりまして、それはなぜかといいますと、毎年事

業費減っていくと、一生懸命やっている職員さん、

これは士気を断たれるところもございます。一生懸

命やってもどうせ来年予算が削られるんでしょうと

いうようなことになってはいけないので、先ほども

申し上げました歳入の稼ぐ力、今企画力を磨いてい

くということで、税収に関係しない財源を自分たち

で探してくることによって、新しい事業を展開して

いくというようなことも考えておりまして、これも

平成30年度の予算の中で、みらいのこさい調査費と

いうもので幾ばくか計上させてもらっておりますが、

職員の発想力、それから企画力というのを高める場

としても、新しい取り組みとして事業を盛り込まさ

せてもらっておりますので、よろしくお願いしたい

と思います。以上でございます。 

○議長（二橋益良） 高柳達弥君。 

○４番（高柳達弥） ありがとうございました。 

 次に６番へ行きたいと思います。 

 ６番、使用料や手数料、補助金、交付金の見直し

について。手数料の見直しについては今までの質疑

で伺いましたが、施設の利用者にはサービスに応じ、

応分の負担を求め、サービスを利用しない人の税金

を使うことはないなど、公平で応能負担を踏まえた

受益者負担について、市民の理解のもと、手数料の

値上げについては慎重に検討するとともに、来年10

月ごろには消費税の見直しも予定されているので、

その点でも全体的に使用料・手数料について、それ

までに時間をかけて見直しすべきと考えるが、どう

か伺います。 

 また、行政コストの観点から、減価償却費もコス

トであるという考えを考慮されたい。補助金・交付

金の見直しは、各課、所属団体の所管で難しいとこ

ろがありますが、補助金・交付金の状況全体を市民

により公平公正に評価を受ける中で、さらに見直し

を進めていただきたいと考えますが、その点につい

て伺います。 

○議長（二橋益良） 総務部長。 

○総務部長（森 宣雄） お答えをいたします。 

 非常に厳しい財政状況を踏まえ、平成29年５月か

ら事業の見直しとあわせ、新たな財源確保につなが

る稼ぐ力の強化に取り組み、税外収入の掘り起こし

をするよう全庁的に要請し、見直しを進めてまいり

ました。 

 一例を申し上げますと、適正かつ公平な受益者負

担の観点から、使用料・手数料について見直し、利

木墓園の管理料・使用料は本年４月から施行するほ

か、本定例会議におきましても中央図書館など公共

施設の施設使用料の改正について、幾つかの議案を

提出させていただいております。 



１９６ 

 また、補助金につきましては適宜見直しをしたと

ころでございます。以上です。 

○議長（二橋益良） 高柳達弥君。 

○４番（高柳達弥） ありがとうございました。 

 ここで１番を終わるに当たりまして、市長からこ

の事業に対する全力投球という決意を述べていただ

いて、この１番を終わりたいと思います。よろしく

お願いいたします。 

○議長（二橋益良） 答弁よろしいですか。市長。 

○市長（影山剛士） ありがとうございます。高柳

議員からの本当に、ともすれば厳しい財政状況の中

で、縮小傾向にあってしまうような、どうしてもそ

うすると、さっきの副市長からもあったとおり、士

気にもかかわってくるわけですけれども、そういっ

た状況を踏まえた上で、新しい施策であったりとか、

この湖西市が魅力があって、人を呼び込めるという

ような施策を展開していかなければならない。それ

は新たな発想であったり、企画力であったりという

こともありますし、中長期的なしっかりとビジョン

を持って、人口減少対策でありますとか、産業振興

を図っていくということを、骨太の施策を打ってい

くということが肝要であると思いますので、当然、

財政事情は事情として考慮しなければいけないとは

思っておりますけれども、歳入に見合った歳出をす

る中で、その歳出をどういったところに資源配分を

していくかということをしっかり考えて、また皆さ

んと意見交換をしながら、将来の湖西市の発展につ

ながるような施策を行っていきたいと思っておりま

す。以上です。 

○議長（二橋益良） 高柳達弥君。 

○４番（高柳達弥） ありがとうございました。以

上で１番を終わりたいと思います。 

○議長（二橋益良） それでは次に主題の２のほう

ですね。 

○４番（高柳達弥） 施政方針について、職住近接

ということで、質問しようとする背景や経緯。 

 施政方針説明において、昼夜間人口差の解消及び

定住化促進を進め、人口減少に歯どめをかけ、活気

あるまちづくりに取り組んでいくとありますが、ま

ず初めに、市職員の市外居住者の状況を調査し、市

内に居住できるような環境整備が必要と考えます。 

 質問事項１、市職員の採用には広く市内・市外か

ら優秀な職員を採用することは当然のことでありま

すが、市外居住の職員の状況を伺います。 

○議長（二橋益良） 市長。 

○市長（影山剛士） お答え申し上げます。 

 事実関係ですので、極力簡潔に申し上げますと、

平成30年、ことしの２月１日現在ということであり

ますが、今の湖西市の全職員729名おりますけれど

も、729名のうち湖西市外、市外に在住をしている

職員数というのは231名と聞いておりまして、率で

いいますと31.7％が湖西市外に在住されている。逆

に言うと湖西市内は68.3％ですので、７割近くの職

員が湖西市内に居住しているというふうな今事実関

係となっております。以上です。 

○議長（二橋益良） 高柳達弥君。 

○４番（高柳達弥） この231人の中で、年代です

かね、若い年代の人が多いのか、例えば30代の人が

多いのか、50から60代の人が多いのか、そこら辺の

構成というんですか、大体その辺がわかりますかね。

概略でいいですけどが、何歳世代の人が多いとか、

そんなんわかりますか。 

○議長（二橋益良） 市長。 

○市長（影山剛士） お答え申し上げます。 

 精緻なところまでの分析は手元にはありませんで

すけれども、概してどの世代も今申し上げた６割か

ら７割程度が市内で、それ以外の３割か３割強ぐら

いが湖西市外に在住しているという傾向にあるとい

うのはどの世代もほぼ満遍なくその傾向にあるとい

うふうに聞いております。以上です。 

○議長（二橋益良） 高柳達弥君。 

○４番（高柳達弥） わかりました。 

○議長（二橋益良） ここでお昼の休憩をとりたい

と思いますが、よろしいですか。質問の途中で申し

わけありません。 

 それではここで、質問の途中ではありますがお昼

の休憩といたします。再開は午後１時といたします。 

午前11時58分 休憩 

───────────────── 

午後１時00分 再開 
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○議長（二橋益良） 休憩を解いて、午前に引き続

き会議を再開いたします。 

 ただいまは高柳達弥君の質問の途中ではございま

すが、主題の２の２項のところから進めさせていた

だきますのでよろしくお願いします。それでは、高

柳達弥君。 

○４番（高柳達弥） ２番ですけどが、先ほどの質

問の中で市外から湖西市に勤めている人が31.7％と

いうような報告をいただきましたですけどが、２番

目で、住むところは個人の自由であることを前提に、

市外居住の市職員が市内に居住していない理由を分

析し、そこから職住近接に必要な施策により、市内

に住んでいただくようなことを考えてはどうかと思

いますが、伺いたいと思います。 

○議長（二橋益良） 市長。 

○市長（影山剛士） お答え申し上げます。 

 今議員御指摘のとおりでありまして、やはりもと

もと湖西市としても施策の遂行のためだとか、従来

からやはり市民の皆さんの御意見をということで市

民の意識調査でありますとか、市民経済部を中心に

企業を訪問させていただくときに、ヒアリング、聞

き取りすることによって、この居住に関しても調査

を行わせていただいているところであります。 

 ただやはり、職住近接をこれからさらに推進して

いくということと、湖西市役所というのも一つの大

きな団体というか、組織でありますので、そこに関

して居住に関する調査ですとか分析というのは、非

常に重要であり必要なことだと考えておりますので、

これから市の職員に対してもこういった調査の準備

を今進めているところでございます。以上です。 

○議長（二橋益良） 高柳達弥君。ちょっと済みま

せん。今２の２ということで確認させていただいた

んですけども、一応まだ２の１の関連質問というこ

とでよろしいですか。 

○４番（高柳達弥） ２でいいです。今いきなり２

番へ入ると前のことがわからないもんですから、済

みません。 

○議長（二橋益良） わかりました。それでは２の

２から続けてください。 

○４番（高柳達弥） 今のお答えで、とにかく市外

の職員の方は湖西市のほうへぜひ住んでいただくよ

うなことで、対策というか、そういうことをしてい

ただきたいなとそんなふうに思いますので、よろし

くお願いいたします。 

 では３番に入ります。 

 市職員の職住近接、市内居住は、東日本大震災の

ような大災害が発生した場合、職員の招集おくれの

対策や体制整備など、メリットが大きいと考えるが

どうか伺います。 

○議長（二橋益良） 市長。 

○市長（影山剛士） お答え申し上げます。 

 これも議員御指摘のとおり、南海トラフですとか、

今さまざまな災害の可能性も御指摘をされておりま

すので、そういった大災害のようなものが万が一発

生した場合には、やはり湖西市内に居住しているよ

りも市外に居住している場合には参集するのに時間

を要するということは見込まれているのは、これは

御案内のとおりだと思いますので、やはり少しでも

多くの職員の皆さんが湖西市内に住んでいただけれ

ば、迅速にそういった初動態勢も含めて、体制を立

ち上げることが可能になり、一刻も早く復興、復旧

が期待できるというふうに考えておりますので、そ

れは先ほども申し上げましたけれども、やはり職住

近接の中でも多くの方々が湖西市に住んでみたくな

るような取り組みを展開していくということが重要

でありまして、これからの聞き取りの中でも、例え

ば今湖西市に住んでいなければどういった理由で住

んでいないのかとか、さまざま理由はあろうかと思

いますけれども、仮にどういったことがあれば湖西

市に住んでいただけるかとか、どういったことを望

むかというようなことをしっかりと把握をしていっ

て、職員の皆さんも含め、多くの方々が湖西市に住

んでみたくなるようなまちづくりを展開していきた

いと考えております。以上です。 

○議長（二橋益良） 高柳達弥君。 

○４番（高柳達弥） わかりました。本当に湖西市

で何とか住みたいなというような施策をしていただ

いて、住んでいただくようなことをお願いします。

では、これで質問を終わりたいと思います。ありが

とうございました。 
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○議長（二橋益良） 以上で、４番 高柳達弥君の

一般質問を終わります。 

───────────────── 

○議長（二橋益良） 次に14番 馬場 衛君の発言

を許します。14番 馬場 衛君。 

  〔14番 馬場 衛登壇〕 

○14番（馬場 衛） 14番 馬場 衛です。よろし

くお願いいたします。ただいま、議長の許可をいた

だきましたので、きょうは市長の施政方針も含め、

防災に関係する質問２点について質問をさせていた

だきます。 

 最初の１番目の災害時の避難所運営についてであ

ります。 

 現在、私は新居町に住んでおり、海に近く、海抜

も低いため、災害、特に地震に対しては非常に危機

感をもって過ごしております。私たちのこの湖西市

も、いつかは災害に見舞われる可能性があるという

ことを謙虚に受けとめ、いざというときのために万

全を期すべきと考えております。 

 こうした中、内閣府から出されている避難所運営

ガイドラインの中に、このような一文がありました。

「一たび災害が起こると、避難所は、住まいを失い

地域での生活を失った被災者のよりどころとなり、

また在宅で不自由な暮らしを送る被災者の支援拠点

となる。」まさしくこれが避難所だと思いました。

また、市町村では、本ガイドラインを積極的に活用

し、地域防災計画や災害対応体制の構築・見直し、

訓練や研修等の実施、災害時の対応の効率化、円滑

化など、避難所の運営・管理体制の技術強化に取り

組んでいただきたいとの文章もありました。このよ

うなことから、きょうは避難所についてお伺いをい

たします。 

 今回、質問しようとする背景や経緯であります。

さきの熊本地震では、甚大な被害が発生しており、

防災計画と現実のずれに対し、問題提起がなされて

いました。これも想定外の出来事の連続が理由では

ないかと思います。 

 今後予想される南海トラフの巨大地震など発災時

において、一般市民の方が津波の際の避難場所への

避難、住居がなくなったときの避難所運営が冷静に

対応できるかなど、非常に疑問が残っております。 

 避難場所への訓練は、９月の総合防災訓練や12月

の地域防災訓練、３月に行われます夜間防災訓練で、

各地区で行われているところでありますが、こうし

た中、避難所運営についてお伺いをいたします。 

 目的であります。帰宅困難者となった被災者が、

安全で安心して避難所生活ができる場を構築するた

めということで質問させていただきます。 

 １問目、避難場所と避難所との違いの周知につい

て、市民にどのように徹底できているのか、まずお

伺いをいたします。 

○議長（二橋益良） 答弁お願いします。危機管理

監。登壇してお願いします。 

  〔危機管理監 青島一郎登壇〕 

○危機管理監（青島一郎） それではお答えをいた

します。 

 馬場議員は御承知をされていることと存じますけ

れども、改めて申し上げますと、避難場所とは命を

守るため緊急かつ一時的に避難する場所、避難所は

地震や津波などで自分の住宅に住めなくなった方が

生活するための場所でございます。 

 この避難場所と避難所の周知につきましては、自

主防災会長が集まる防災訓練の説明会や防災地区懇

談会等で機会あるごとに御説明をさせていただいて

いるところでございます。 

 また、本市の広報紙、２月に発行いたしました広

報こさいの３月号に掲載をいたしました。また、３

月４日発行の県民だよりの３月号でも掲載をされて

いるところでございます。そうはいいましても、御

質問のように、徹底されているかという御質問でご

ざいますので、徹底まではなかなか至ってないとい

うふうに思います。 

 今後におきましても、防災に関する出前講座等さ

まざまな機会を捉えて、災害時の避難について、さ

らなる周知、啓発に努めてまいりたいと考えており

ます。以上でございます。 

○議長（二橋益良） 馬場 衛君。 

○14番（馬場 衛） それぞれの担当で努力して、

周知を徹底するという努力は認めさせていただきま

す。 
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 実は昨日、同僚の議員のほうから避難所の運営に

ついて、設置までのところについては質問である程

度理解はさせていただいております。きのうの答弁

の中で、市内17カ所が設置を指定されてるというふ

うに伺ったんですが、この３月号の広報でいくと、

15カ所になってるわけですけど、この２カ所、鷲津

地区ですけど、表鷲津、これなくなった理由につい

て、我々は17カ所で一応認識してるんですが、広報

こさいでは３月号で15カ所になってるもんですから、

これについてちょっと確認のため御説明をお願いし

たいと思います。 

○議長（二橋益良） 危機管理監。 

○危機管理監（青島一郎） 今御指摘いただきまし

た鷲津コミュニティ防災センターと表鷲津コミュニ

ティ防災センターの２カ所が、広報こさいのほうに

は載せてございませんでした。これにつきましては、

避難場所ではなくなったということではございませ

んが、地域的に非常に限定されているというところ

と、それと今まだこれ確定しておりませんけれども、

地域の地元の皆さんに譲渡したいということで今お

話を進めさせていただいてます。まだ決定はしてお

りません。現在は当然市の施設でございますし、避

難所として捉えておりますけれども、広報こさいの

ほうにはちょっとそういった経緯がございまして、

掲載はしてないという状況でございます。以上でご

ざいます。 

○議長（二橋益良） 馬場 衛君。 

○14番（馬場 衛） わかりました。市の方針であ

る再配置計画の一環の中にもかかってくるかなとい

うふうに考えておりますが、その辺のところについ

てもやはり地域住民の方にしっかり周知をしていた

だければというふうに考えております。この項につ

きましては以上で結構です。 

 次に２番目に移りたいと思います。よろしいでし

ょうか。 

○議長（二橋益良） どうぞ。 

○14番（馬場 衛） 内閣府の避難所運営ガイドラ

インでは、「避難所生活は住民が主体となって行う

べきもの」となっております。初動期には避難者の

中から代表者を選び、避難所の運営組織をつくるこ

ととなっているが、湖西市の避難所運営の流れにつ

いて、お伺いをいたします。 

○議長（二橋益良） 危機管理監。 

○危機管理監（青島一郎） 本市でも内閣府のガイ

ドラインと同様、避難者の中から代表者を選び、避

難所の運営組織をつくることとしております。 

 今お話にありました初動期でございますが、本当

に初動期はなかなか混乱をしておりまして、避難者

の中からというのも実は難しい状況だと考えており

まして、その際は、まずは自主防災会の皆さんが中

心になっていただくということが最もスムーズに避

難所を運営できると考えておりまして、自主防災会

へそういった御説明をさせていただいて、避難所単

位で現在協議を進めていただいているところでござ

います。以上です。 

○議長（二橋益良） 馬場 衛君。 

○14番（馬場 衛） 当然もう初動期には、今危機

管理監言われたように、混乱してると思います。そ

れぞれ地域で避難する場所というのはある程度指定

されてると思いますので、恐らく自主防災の担当の

方、役員の方とか、自治会の関係の方がある程度は

中心になると思いますけど、ただ、一時避難と避難

所というとまたちょっと変わってきますので、ある

程度避難所が設定された場合には、もう落ちついた

部分になると私は思ってるんです。一時避難とは違

いますので。一時避難のときはとにかく誰がいて、

所在を確認できるかできないかというところが大事

だと思いますので、だから避難所はもうそれぞれあ

る程度確認した人がそこへ入って、先ほどのそれぞ

れの場所を確認できる方が鍵を持ってあけてという

ことになってくると思いますので、避難所運営につ

いてはやはり顔の見える方がある程度なってくるか

なと考えておりますので、今の流れ的には、初動期

を抜かしてある程度落ちつくまでの流れというのは

どのような形になりますか。ガイドラインがあると

思うんですけど、その辺についてはいかがですか。 

○議長（二橋益良） 危機管理監。 

○危機管理監（青島一郎） 避難所、ある程度落ち

ついた段階で避難所運営ということは議員おっしゃ

るとおりだと思います。ただ、避難者の中からとい
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うことになりますと、例えば平常時にいろいろと皆

さんに集まっていただいて、自主防災会の役員さん

ですとか、今おっしゃった自治会の役員さんですと

か、あとは地域の防災指導員ですとか、いろんな方

がいらっしゃいますけれども、そういった皆さんが

必ずしも避難者に入るかどうかというのはわからな

い状況です。そうしますと、本当に避難者の皆さん

だけでということになりますと、リーダーシップを

とる方が果たしてそこにいらっしゃるかどうかとい

うこともございますので、まずは避難者の皆さんに

いろいろ役割を果たしてもらうように組織はするん

ですけれども、本当にそのまたもととなるリーダー

シップを発揮される方というのを、今言いました自

主防災会の役員さん、その方は例えば自宅で過ごせ

るかもしれませんが、その避難所へ来ていただいて、

まずは運営の形をつくっていただくというふうに考

えております。以上です。 

○議長（二橋益良） 馬場 衛君。 

○14番（馬場 衛） 危機管理監の今の説明ですと、

湖西市においてはある程度そういった部分について

は確立できてるというふうにとってよろしいですか。 

○議長（二橋益良） 危機管理監。 

○危機管理監（青島一郎） 済みません。今現在、

確立ができているという段階までは行っておりませ

ん。議員も御承知のように、避難所運営マニュアル

を29年、本年度の６月に改定をしたものを皆さんに

お配りをして、そこから避難所ごとに今、事前の協

議を進めていただいておりますので、マニュアルづ

くりが全てできているという状況ではございません

ので、まだまだ少し時間かかりますけども、急いで

皆さんにはお願いをして、今協議をしていただいて

るという段階です。以上です。 

○議長（二橋益良） 馬場 衛君。 

○14番（馬場 衛） やはり地域性、それぞれの場

所によっていろいろ違ってくると思いますけど、解

説の中では、被災者が一定期間生活を送る場所であ

るため、避難所を運営するための体制確立が必要と

いうことと、原則的には被災者みずからが行動し、

助け合いながら避難所を運営することが求められる

というふうなことも言われております。 

 そういった中で被災者だけでなかなか運営すると

いうのも難しいと思いますので、やはり指導する方、

特に自主防の方とか、あと市の関係者とかいうふう

な方が、ある程度確立するまでは指導的な立場でや

らなければ運営自体は大変難しいのではないかなと

思っております。そういった意味で、さらなる協議

会なり検討会を開いていただいて、確立をしていた

だければと考えてます。よろしくお願いいたします。 

 次の３番目に移りたいと思います。 

 内閣府の避難所運営の基本方針では、避難所支援

班を組織し、運営を的確に実施することが望ましい

とされているが、避難所支援班はどのように組織さ

れ、どのような働きをするか、お伺いをいたします。 

○議長（二橋益良） 危機管理監。 

○危機管理監（青島一郎） 避難所支援班は、教育

委員会や新居支所の職員を中心として組織をしてお

ります。災害時に避難所を開設する場合、避難所の

安全確認を行い、安全が確認できれば避難所を開設

いたします。 

 避難所が開設された後は、避難所の運営に当たる

自主防災会等が組織した避難所運営本部、それから

市の災害対策本部との連絡調整、避難所の情報収集

などを行いますので、先ほど議員がおっしゃいまし

たように、リーダーシップをとるのはあくまでも自

主防災会を中心とした地域住民の皆さん。職員につ

いてはそこのリーダーシップまではとりませんけれ

ども、補助的に連絡調整をさせていただく予定でご

ざいます。以上です。 

○議長（二橋益良） 馬場 衛君。 

○14番（馬場 衛） ちなみにちょっと詳しいこと

を聞かせていただきますけど、支援班は何人おられ

るんですか。 

○議長（二橋益良） 危機管理監。 

○危機管理監（青島一郎） 人数は47人です。 

○議長（二橋益良） 馬場 衛君。 

○14番（馬場 衛） 学校の教職員の方と新居支所

の方ということで、教職員の方は何人ぐらいおられ

るんですか。 

○議長（二橋益良） 危機管理監。 

○危機管理監（青島一郎） 教育委員会の職員でご
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ざいまして、教職員は入っておりません。以上です。 

○議長（二橋益良） 馬場 衛君。 

○14番（馬場 衛） わかりました。構成メンバー

のほうわかりましたのですけど、こういった中で連

携するための連絡会なり協議会というふうなもの、

また会議等、運営する以上、事前的な協議とか何か

されることあると思うんですけど、こういった部分

についてはどのような進め方をされてるかお伺いを

いたします。 

○議長（二橋益良） 危機管理監。 

○危機管理監（青島一郎） まず、班ごと、それぞ

れの役割を持ってる班ごとはそれぞれ独自にそうい

った訓練のときもそうですし、事前の話し合いはし

ますけれども、今議員の御質問は自主防災会ですと

か、実際にその避難所を今協議をしていただいてお

りますけども、そことのというお話であれば、今、

支援班は直接今はかかわっていないのが今現状でご

ざいまして、危機管理課の職員はその協議に加わっ

てますけれども、支援班は今現在は加わっていない

状況になってます。 

○議長（二橋益良） 馬場 衛君。 

○14番（馬場 衛） やはりこの支援班の方もそれ

ぞれの17カ所、現在15ということになってるとこも

あるんですけど、班別に班を編成されて、運営に少

しでも支援するための班だと思いますので、そうい

ったとこにやはり会議とか協議会の中で入っていく

べきだと私は思うんですが、そこへ入っていなくて

もいいという部分については、ある程度徹底できる

からという話なのか、それについてはいかがですか。 

○議長（二橋益良） 危機管理監。 

○危機管理監（青島一郎） 今、避難所の運営とい

うのは、先ほどから申し上げますように、避難者の

皆さん、住民の皆さんが主体としてやっていただき

ます。ですので、今現在は支援班の職員が入ってな

い状況ではありますけれども、逆に管理者でありま

す学校の、学校によって校長先生、教頭先生、担当

の先生といろいろありますけれども、避難所によっ

ては学校の先生が一緒に入って協議をしていただい

てるとこもあります。でも、今議員がおっしゃいま

すように支援班も連絡調整係として加わるのだから

ということでございますので、今は入っておりませ

んけれども、今後また支援班の担当とも話をして検

討していきたいなというふうに思います。以上です。 

○議長（二橋益良） 馬場 衛君。 

○14番（馬場 衛） わかりました。支援班という

のはやはりそれぞれの地域なり、所属した場所です

ね、避難所の。結構密接な方が多いと思うんです。

新居支所については恐らく新居の地域でわかってる

部分、また学校のほうについても、ほとんど避難所

というのは学校施設が中心になってくると思います

ので、教職員の方とか、その状況については十分理

解してるということに思いますので、できれば、全

員が全部、結構教職員の方も職員の方も忙しいとは

思うんですが、年に数回かはやはりしっかりした打

ち合わせができるような体制づくりをお願いしたい

なと思います。 

○議長（二橋益良） 危機管理監。 

○危機管理監（青島一郎） 先ほど少し私の説明が

足りなかったんですが、避難所となります学校側の

先生については、その建物を使わせていただくとい

うことがありますので一緒に入っていただいてると

ころもあります。ただ、避難所支援班につきまして

は、きのうの答弁でも少し申し上げたんですが、参

集した職員がどの避難所へ行くかというのは、今の

段階では決めてないんですね。ですから、職員がど

の避難所へ行くかというのは、実際に災害が起きた

ときにということになりますので、ノウハウは当然

ちゃんと訓練しておかないといけないんですけども、

決まったところへ行って、そこで話し合うというの

が実際に災害が起きたときに通用するかというとこ

ろがございますので、それだけは御了解いただきた

いなと思います。以上です。 

○議長（二橋益良） 馬場 衛君。 

○14番（馬場 衛） 私もきのうの答弁でその辺は

ちゃんと理解しております。承知しております。わ

かりました。やはり共有するという、いろんな部分、

それは必要だと思いますんで、ぜひそういった方向

でお願いしたいなと。 

 ４番目に入りたいと思います。 

 いざ避難所を立ち上げるには、避難所運営のため
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のマニュアルでは書式等、事前に準備しておき、関

係者で共有し、訓練等でその実効性を検証する必要

があります。市内の避難所運営訓練の状況と避難所

運営について平時から協議しているところがあれば、

その状況とそのときの構成メンバーもあわせてお願

いしたいと思います。 

○議長（二橋益良） 危機管理監。 

○危機管理監（青島一郎） 訓練の実施につきまし

ては、平成29年12月の地域防災訓練で新所地区が東

小学校において避難所開設訓練を実施いたしました。

その１件でございます。 

 また、避難所を自主的に、そして円滑に運営する

ためには、関係者による平時からの話し合いが大変

重要でありますが、市内17カ所の避難所のうち、現

在12カ所で事前の協議が行われているところでござ

います。 

 協議しているメンバーは、自治会長、自主防災会

長、学校関係者、それから地域防災指導員、それと

危機管理課の職員でございます。 

 また、子ども会の役員や保健推進委員等の女性の

方、及び町内会長等が協議に加わっている、そうい

った地区もございます。以上でございます。 

○議長（二橋益良） 馬場 衛君。 

○14番（馬場 衛） それぞれ各地域では一応実施

されてるというふうに今私のほうはとらせていただ

いたんですけど、全体に女性の方も入ったりとか、

自治会の方中心になったりとか、自主防の方中心と

いうことで、ただまだ残る５カ所について、そうい

ったところは行われてないということで、ただここ

の中にも、できれば支援班の方、やはり直接それぞ

れの地域にかかわってくる方が、恐らくどこに行く

というのはまだ、今の回答で決まってないそうです

けど、そういったとこも入ったほうがいいんじゃな

いかなというふうに考えるんですが、それについて

はいかがですか。あとの５カ所も含めて、計画的な、

残ってまだ実施されてないところも含めて。 

○議長（二橋益良） 危機管理監。 

○危機管理監（青島一郎） 今の避難所支援班の職

員につきましては、また避難所支援班の班長と少し

協議をして決めていきたいとは思います。 

 あと、今おっしゃいましたように５カ所がまだ立

ち上がってない状況でございますが、私ども危機管

理課といたしましては働きかけをして、なるべく早

くそういった協議が進められるようにしていきたい

と思いますが、何せ相手があることですし、それと

やはり年度の今ちょうど境目といいますか、年度末

にかかってしまいましたので、役員の皆さんもちょ

うど交代時期ということもございまして、新年度に

なりましたら新しい役員の皆さんにまた改めて働き

かけをして、立ち上げていただきたいなというふう

に考えております。以上です。 

○議長（二橋益良） 馬場 衛君。 

○14番（馬場 衛） 避難所は先ほど冒頭にも言い

ましたように、熊本なんかでも災害ではせっかく命

を助けて避難所生活できるような状態までいって、

避難所の中で結構高齢者の方が亡くなってるという

事例が結構出てる。いかに避難所運営というのは難

しいかな。特に女性なんかは大変デリケートなとこ

ろもある。この後の５番目の話にも出てくると思う

んですが、運営自体は本当に気を使っていかないと、

ケース・バイ・ケースの中で運営していかないと、

いろんなふぐあいが生じると。課題もあるというこ

とで今回質問に立たせていただいてるんですけど、

その辺について特にやはり命にかかわってくる問題

になってくると思いますので、支援も含め、しっか

りした協議ができるような場を確立していただけれ

ばというふうに考えてます。よろしくお願いいたし

ます。 

 それでは５番目の質問に移ります。 

 過去の大震災では、多くの女性が避難所生活に苦

悩してきたと伺っております。避難所生活の女性へ

の配慮について検討などされているか、お伺いをい

たします。 

○議長（二橋益良） 危機管理監。 

○危機管理監（青島一郎） 議員おっしゃるように、

さまざまな大震災の教訓から、特に避難所内の配置、

それから運営方法、物資の備蓄や提供等に当たって、

女性の視点が重要であることは認識をしております。 

 東日本大震災におきましては、避難所における女

性専用の更衣室や授乳室の設置など、女性への配慮
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が課題になっておりました。こうした女性のニーズ

にきめ細かく対応し、女性の視点から避難所を運営

していただくことが必要と考えております。 

 そのため、平成29年度は自主防災会から推薦をい

ただきました女性を対象に、女性防災講座を３回開

催し、女性の要望や意見が反映される避難所運営の

勉強会を開催して、女性がリーダーシップを発揮し

ていただくよう、育成を図ってまいりました。また、

各地で行われている平時からの避難所運営の協議に

おきましても、先ほども申し上げましたが、子ども

会の役員や保健推進委員等の女性の参加を促し、今

後も被災地における事例を踏まえつつ、女性の視点

に立った防災対策に取り組んでまいりたいと考えて

おります。 

 ３月３日、先日ですが、防災講演会を開催させて

いただきました。その折の岡部梨恵子さんという防

災アドバイザーの方を講師にお招きしたんですが、

やはり女性講師ということもございまして、そうい

った避難所の女性に対する本当に配慮の必要性を話

していただきましたので、聴講された皆さんは心に

残ったんではないかなというふうに思っております。

以上でございます。 

○議長（二橋益良） 馬場 衛君。 

○14番（馬場 衛） 今の危機管理監の答弁で、湖

西市は少し前へ出て、女性に対する配慮がうかがえ

るなというのは感じました。ただ、これからの協議

の中でもやはり女性が入って、こういった講演も大

事なことなんですけど、入ってやはり協議して、そ

れでの17地区、17の避難所がしっかり運営できて、

女性の意見が入るような形をとっていただければと

いうふうに考えております。 

 まだまだやらなくてはいけないことはたくさんあ

ると思いますので、いつ来るかもわかりませんので、

そういったことを含めて予算の限りで女性の必要な

ものも、やはり備蓄するような必要性も感じており

ますので、ぜひ取り組みについては今後とも積極的

にお願いしたいなと考えております。この項は終わ

りたいと思います。 

 次に主題２の施政方針についてお伺いをいたしま

す。 

 市民の生命・身体・財産を守るのは、行政の責務

であります。命を守る防災において、津波避難施設

空白域に避難タワー、命山などの整備に形が見えて

きたこと、大変ありがたく感謝するところでありま

す。また新たな避難タワーの建設、設計など、地域

住民に安心を与えております。本当に感謝をいたす

ところであります。 

 県で想定する津波被害のレベル２では、人的被害

を4,000人以上としています。特に災害弱者と言わ

れる避難困難者は不安な思いで生活をしていかなけ

ればなりません。 

 市の施策において、市民の命を守ること、財産を

守ることは、最優先されなければなりません。これ

が質問しようとする背景でございます。 

 質問の目的でありますが、津波避難地域の住民に、

安心・安全な生活を確保するため質問させていただ

きます。 

 質問項目１つだけです。津波浸水域内の避難タワ

ー、避難施設の整備を進めるとのことであるが、津

波対策をさらに進めるため、防潮堤整備について、

市長のお考えをお伺いいたします。お願いいたしま

す。 

○議長（二橋益良） 市長。 

○市長（影山剛士） お答え申し上げます。 

 ちょうどけさの報道にもいただきましたですけれ

ども、先ほども御紹介いただきましたとおり、市民

の皆様の安全ですとか安心というのは、当然ながら、

これは市としても最優先事項として取り組まねばな

らないというふうに日ごろから考えております。 

 そのため、まずは命を守るということで、今御指

摘もありましたとおり、津波避難施設の空白域を解

消するということは今最優先で取り組んでおりまし

て、そのための命山ですとか、津波避難タワーとい

うものは整備を進めさせていただいてまして、報道

等にもございましたが、今回住吉のほうでは命山も

ほぼ完成ということで、今回の３月11日の夜間の訓

練でも活用いただく予定というふうになっておりま

すし、さらにその他の地域にも着実に今命を守ると

いうことでは整備を進めさせて、重点的に予算も配

分をさせていただいてるところでございます。 



２０４ 

 御質問のありました防潮堤整備ですけれども、こ

れも当然ながら命を守るということもそうですし、

さらに命と財産を守ると、市民の皆さんの命、さら

には財産を守るということで重要事項だと考えてお

りますので、当然まずは避難して、命山のような命

を守る避難する施設というのは最優先でありますの

で、その次のステップとして考えるというような今

順序立てて考えております。 

 実際のやはり建設といいますか、今浜松市さんの

ほうで整備されておりますし、何度も足を運ばせて

いただきましたけれども、あの状況を見ながら、湖

西市にとってはどのようなものができるのか、やっ

たらいいのかということを今研究をさせていただい

ております。 

 例えば、議員もよく御案内のとおり、新居町のほ

うは東大の演習林がありましたりですとか、白須賀

のほうには国道１号線のバイパスがあったりという

ような地理的な条件もあって、単純に海岸に堤防を

つくるというような工法ではなかなか難しいという

ことも、これは御案内のとおりだと思いますので、

その地理的条件をしっかり分析した上で、どういっ

たものをつくるのか、それに対して資金がどれぐら

い財政的に必要になるとか、当然ながらそこに運ん

でくる土砂だとか、どこにつくるのか、用地の確保

ということもありますので、そういったさまざまな

ハードルをクリアして、防潮堤をどういった形でつ

くるのがいいのかということを決めていかなければ

ならないと思っておりまして、ただ、これは当然な

がら市民の皆様の命であったり財産を守るためにも

必要なステップということになりますし、そういっ

たものを課題をクリアしながらやっていかなければ

なりませんので、今申し上げたどこにどういったも

のをつくるのに幾らかかるのかというのは、これは

なかなか市の中でといいますか、例えば専門家に委

託をしたり、そういった分析だとか、コンサルをし

ていただくということもありますし、それのために

もかなりの資金がかかるということも現実ありまし

て、なかなかそれに対して今の財政事情から、それ

に対して相当のお金をかけるということもすぐには

できませんけれども、単純に今、精緻ではありませ

んが、ざっくりと市の中でも考えたところでは、や

はり年間のこの湖西市の一般会計規模とかそれ以上

のような資金が必要だというような話も、試算もあ

りますし、実際それが精緻なものであるかどうかは

別にして、少なくともそれぐらいはどういった工法

にせよ、かかるであろうということが見込まれてい

ます。 

 ですので、そこは当然ながらこれ以外の安全・安

心対策もありますので、そことバランスをとりなが

ら進めていかなければなりませんけれども、そうい

った構想というのは市民の皆様にわかりやすい形で

示していく必要があろうかと思いますので、どこに

どういった形でつくると。その場合には幾らかかる

というものは構想をお示しさせていただきたいとい

うふうに考えて進めているところでございます。以

上です。 

○議長（二橋益良） 馬場 衛君。 

○14番（馬場 衛） 市長のほうのお考えはよくわ

かりました。 

 私もこの防潮堤に関しては、いろいろ見させてい

ただいたし、現場のほうも行ったしということで、

過去には東大演習林の中のかさ上げというふうなお

話も聞きました。 

 ただ、今年度の予算等々伺って、大変厳しい財政

状況の中で調査費すら厳しいんではないかなという

ような思いがしております。 

 そんな中で、地理的に考えても、浜松市天竜川か

ら舞阪まで、19キロ近い距離の中、新幹線から南に

ついて、高台という高台はないですね。ほとんど。

新幹線から南側ね。遠州灘側に。ほとんど浜松市は。

当然、一般の方からの多額な寄附によってあれだけ

のものが出てるんですけど、またあれだけでは足り

ないということで、またさらに一部かさ上げをする

ということ。ただ、同じ県民で見て、同じ地域に住

んでて、川一つ離れたところだけで、健常者はいい

です、逃げられる方はいいですけど、先ほども言っ

たように避難困難者については大変歯がゆく思うと

いうところもあるのが現実です。 

 それをすぐどうこうしてくださいとは言えません

ので、そういった最終的な形の中で、私の一つの提
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案としたいのは、せっかく新居から白須賀、浜名バ

イパスが通っております。そんな中、できればの話、

これは私の望みだけですけどが、浜名バイパスの距

離、大倉戸インターからもとの料金所と、ほとんど

の方が知らない方もおられるんですけど、新居弁天

料金所があったんですけど、そこの間4.5キロぐら

いです。それの上り線のバイパスのかさ上げ。とい

うのは、将来的には白須賀地区の四車線化、これは

丼でお願いしたいという国土交通省の要望は出して

あるんですけど、その上り線は今７メートルから９

メートルぐらいの高さのあるバイパスでありますの

で、もう少し、２年に１回ずつ、道路削っては舗装

のし直ししてます。あれをそのまま上にすれば、10

年もすれば50センチ、１メートルになりますので、

放っておいても高くなります。路肩だけちゃんとし

なくてはいけないですけど。そういった方法も、今

湖西市の財政から行くと、それでは東大演習林の中

に防潮堤ができるような、それははっきり言って不

可能だと思います。ただ地域の今4,000人の人的被

害が出ると。そのうちの2,000人は国道から南の人

たちが２人に１人亡くなるということ、計算で行く

とね。そういう計算になるんです。この2,000人を

救うためにも、そういったことで力強く、粘り強く、

国土交通省のほうへお願いして、何とか上り線だけ

でも、２メートルか３メートルかさ上げできる。30

年かかってもいいと思います。それはやはり市とし

てもお願いしていくべきかなというふうに考えてお

ります。できれば市長の手腕で、ひとつ粘り強く。

すぐにできるとは思ってませんけど、一つずつクリ

アをしていけば、そのほうが湖西市にとってメリッ

トがあるんではないかな。そして防災対策、人の命

を守るほうにもつながっていくんではないかな。構

造的にはバイパスから南側に防潮堤をつくること、

これは不可能だと思いますので、一番手っ取り早い

のはそれかなというふうに考えました。それについ

て一言だけで結構ですので、お願いします。 

○議長（二橋益良） 市長。 

○市長（影山剛士） お答え申し上げます。 

 議員からも本当にさまざまなアイデアをいただい

ておりますし、これは真剣に国土交通省なり東大な

り、関係者の方々との協議を重ねないといけません

し、そしてどういった工法がいいのか、そのために

資金が幾ら必要になるのかということは繰り返しに

なりますがやはり短期的にはとても今、あしたなり

来月なり、来年できますということは申し上げられ

ませんが、どういう形がいいのかということは常に

考えて、関係者と協議を重ねていって、実際に重ね

ておりますし、これからも。そこは市民の皆さんの

やはり生命、そして財産を守るということに関して、

防潮堤の手段ということはどういう形がよいかとい

うのは不断に考えていきたいというふうに思ってお

りますので、引き続きそういったアイデアもいただ

ければと思っております。以上です。 

○議長（二橋益良） 馬場 衛君。 

○14番（馬場 衛） よろしくお願いいたします。 

 きょうは防潮堤と避難所の件に関して質問させて

いただきました。この避難所というのは、幾つかの

自治会や自主防災組織の集合体となるわけでありま

すから、特に平時より顔の見える関係、これは大変

必要だなと。こういったことを気づくことが大切で

ないかというふうに思ってます。 

 発災前の平時から、いざというときの関係者の話

し合いは必要不可欠というふうに考えておりますの

で、引き続きそういった面につきましても、この複

数の自主防災組織が協議体となりますので、大変難

しいのは理解しておりますが、ここが避難所の運営

の最大のポイントかなというふうに考えております

ので、ぜひこの辺のところの協議を上手にしていた

だいて、あとは危機管理監に御期待を申し上げまし

て、私の質問を終わらせていただきます。ありがと

うございました。 

○議長（二橋益良） 以上で、14番 馬場 衛君の

一般質問を終わります。 

───────────────── 

○議長（二橋益良） それでは本日最後の質問にな

ります。次に６番 佐原佳美さんの発言を許します。

６番 佐原佳美さん。 

  〔６番 佐原佳美登壇〕 

○６番（佐原佳美） ６番 佐原佳美でございます。

２日目の最後で大変お疲れかと思いますが、よろし
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く、しっかりお聞きしたいことはお聞きしてまいり

たいと思います。 

 ３題、通告をさせていただいてあります。 

 １番目、ヘルプマーク、ヘルプカードの導入・活

用についてからお願いいたします。 

 質問しようとする背景や経緯です。私は昨年の９

月定例会の一般質問で、外見からは障害があるとわ

かりづらい方が援助や配慮を必要としていることを

周囲に知らせる東京都作成のヘルプマークを紹介し、

付随して、支援内容、服用中の薬などを記入して携

行するヘルプカードの導入を提案いたしました。 

 健康福祉部長の答弁は、「ヘルプカードは、障害

のある方が周囲に援助を求めやすくするツールとし

て有効だが、広く地域住民に理解され、広域的な取

り組みが必要と考えるため、導入は県の動向を見な

がら対応したい」でした。 

 その後、県は静岡県議会12月定例会で、公明党盛

月県議の代表質問に、ヘルプマークは３万個必要と

推計し、今年度は補正予算で１万個作成し、各市町

や団体などに順次配布予定と答えました。 

 それにより、当市でも２月５日から、そのヘルプ

マークの配布が開始されました。こういうものです

けれども。されましたので、そのマークとセットで

使うためのヘルプカード、このヘルプマークにはこ

んな小さなカードがついているんです。書き方見本

もこのパッケージの中に一緒に入ってて、氏名とか

連絡先を２カ所書くようにというような例示が示さ

れたものが県がつくってくれたもので、今市内に配

布されているというところですけれども、この小さ

な紙の中へ情報がどれだけ入るのかというところで、

前に示させていただきましたこのようなダウンロー

ドして紙を印刷して書き込むというのを紹介をさせ

ていただきました。これらのヘルプカードの作成か

ら配布などのスケジュールを伺いたく質問いたしま

す。 

 質問の目的は、災害避難時のみならず、平時にお

いても要配慮者への的確な支援を周囲の人が行いや

すく、また、支援を必要とする方が助けを求めやす

いツールとして、市独自でヘルプカードを作成し、

県より配布のヘルプマークとセットで活用を市民に

周知・啓発して、弱者に優しい助け合いのまちづく

り、地域共生社会を推進してほしいためです。 

 では質問事項１番。２月５日より配布開始しまし

たヘルプマークは、県より湖西市には何個届き、配

布状況はいかがでしょうか。 

○議長（二橋益良） 答弁お願いいたします。健康

福祉部長。登壇してお願いします。 

  〔健康福祉部長 山本 渉登壇〕 

○健康福祉部長（山本 渉） お答えをいたします。 

 ヘルプマークは、今回県から130個届きまして、

現在、地域福祉課と新居支所で配布中でございます。

２月末現在で、地域福祉課では21人、新居支所では

１人に配布をしております。 

 市民の方の反応といたしましては、電話で数件の

お問い合わせがあったり、また配布時においては、

これで外出がしやすくなるという声もございました。 

 現時点ではヘルプマークがまだ普及していないと

いうことから、一般の方の反応はそれほどありませ

んが、今後、実生活においてヘルプマークを見かけ

る場面が多くなっていくにつれ、関心は高まってい

くものと考えております。以上でございます。 

○議長（二橋益良） 佐原佳美さん、いかがですか。 

○６番（佐原佳美） ありがとうございました。 

 では２番の、ことしの２月６日の静岡新聞には、

「ヘルプマーク配布開始、浜松市独自のカード導入

検討」と大見出しでヘルプカード導入も浜松市が検

討しているという記事がありました。今後湖西市独

自のヘルプカード導入の計画はありますか。 

○議長（二橋益良） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（山本 渉） ヘルプカードにつき

ましては、既に先行している市町を参考に、作成の

準備をしております。平成29年度中に導入をしてい

きたいと考えております。以上でございます。 

○議長（二橋益良） 佐原佳美さん。 

○６番（佐原佳美） ありがとうございます。 

 では３番目。昨年の９月議会で、私はヘルプマー

ク普及ネットワーク作成の、今掲げましたこのよう

なものですけれども、ネット上から無料ダウンロー

ドでき、使いやすいと紹介させていただきました。 

 これに固執するわけではありませんが、折り畳ん
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で冊子のようになるという、こういうもので持ちや

すく、それと記入方法も書くというよりもチェック

項目が多かったりというもので、使いやすいかなと

思って紹介したところではありますが、これに固執

はいたしませんが、どのような様式、先進市町に参

考として作成しているということですが、どのよう

な様式かということと、配布スケジュールは今年度

中ということですけど、どういう方向なのか教えて

ください。 

○議長（二橋益良） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（山本 渉） まず、ヘルプカード

のサイズにつきましては、運転免許証ぐらいのサイ

ズに折り畳んで携帯できるような形を考えておりま

す。 

 様式としましては、表紙にヘルプマーク及び湖西

市マスコットキャラクターを入れ、記入欄につきま

しては、氏名、性別、住所、連絡先、生年月日、血

液型、それから障害名や病名、かかりつけ医療機関

などの医療情報、特に配慮してほしいことなどが記

入できる欄を設ける予定でございます。 

 ヘルプカードについては紙ベースで印刷したもの

の配布と、あとウエブサイトで自由に印刷して使っ

ていただける形、その２本立てで考えておりますが、

紙ベースのものにつきましては、ヘルプマークとあ

わせて準備ができ次第、地域福祉課と新居支所で配

布をしていく予定でございます。以上でございます。 

○議長（二橋益良） 佐原佳美さん。 

○６番（佐原佳美） ありがとうございます。準備

が着々と整ってるようでうれしいです。 

 では４番。ヘルプマーク、ヘルプカードを市民に

理解していただくための周知方法はどのようなもの

を予定しておりますでしょうか。 

○議長（二橋益良） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（山本 渉） ヘルプマークにつき

ましては、現在、市内の公共施設、福祉関係事業所、

学校等に、県で作成したポスターやチラシの配布を

行っております。また、市ウエブサイトや市役所だ

よりにも掲載をし、周知をしているところでござい

ます。 

 ヘルプカードにつきましても、今後、ヘルプマー

クとあわせて市のウエブサイトや広報こさい、市役

所だよりにて周知を図っていくとともに、関係団体

への御案内もしていきたいと考えております。以上

でございます。 

○議長（二橋益良） 佐原佳美さん。 

○６番（佐原佳美） ありがとうございました。よ

ろしくお願いいたします。 

○議長（二橋益良） ここで、質問の途中ではござ

いますが、少し休憩をとりたいと思いますがよろし

いですか。 

○６番（佐原佳美） はい。 

○議長（二橋益良） それでは、14時10分まで休憩

をいたします。 

午後１時56分 休憩 

───────────────── 

午後２時10分 再開 

○議長（二橋益良） それでは休憩を解いて、会議

を再開いたします。 

 ただいま佐原佳美さんの質疑の途中ではあります

が、主題の２の１から始めさせていただきます。ど

うぞ。 

○６番（佐原佳美） では、佐原佳美でございます

が、主題の２をお願いいたします。 

 8050問題を含む精神障害者及び家族支援について。 

 質問しようとする背景や経緯ですが、今から五、

六年ほど前に、市内のある地域包括支援センターを

訪ねた折、職員より「ひきこもり状態の独身50代の

子供と老親の世帯がふえている。親の年金で暮らし

ているが、親亡き後、どうやって暮らしていくのか。

皆、生活保護世帯になっていくのか。このような家

庭への行政からの働きかけはないのか。」と問われ

ましたが、即答できず、それ以降いつもこの問いか

けが頭の片隅にありました。 

 また、一昨年、地域医療等対策特別委員会で介護

事業所を訪れた際、ケアマネジャーさんたちから

「高齢者のことだけでなく、家族の問題を含む多問

題家庭がふえており、精神障害を抱える方の支援は

困難事例となっている」とお聞きしました。 

 そして、ことしに入り、個人的に地域包括支援セ

ンターやケアマネジャー事業所の皆様との意見交換
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会を行った際にも、「福祉制度は申請主義にて、本

人が問題に思わなければ相談にもつなげられない」

と、ひきこもり状態、発達障害などの家族の問題に

苦慮しているケアマネジャーの叫びとも聞こえる現

状をお聞きしました。 

 これらが全てではありませんが、8050問題と称さ

れる問題の状況に似た内容で、現場の相談支援員は

行政に助けを求めていました。 

 そこの米印のアスタリスクのところですが、8050

問題の説明文です。80代の親と50代の子を意味し、

若者に特有の問題とされていたひきこもりが、中高

年になっても続き、老いた親が心理的にも経済的に

も子供を支え切れなくなっている。その深刻さを象

徴的にあらわしている言葉が8050問題といいます。 

 質問の目的は、精神障害などでひきこもり状態と

なった人のいる世帯などを社会から孤立させない取

り組みをしてほしいためです。 

 質問事項の１番です。内閣府はこれまで2010年と

2015年に、15歳から39歳を対象に、学校生活や職場

に適応できずにひきこもっている人数調査をして、

2015年の調査では、2010年より15万人少ない54万人

と推定していました。しかし、全国ひきこもり家族

会連絡会の調べでは、40歳以上のひきこもりは16万

人で、ひきこもり数が減少したのではなく、高齢化

していたというのが現状で、内閣府は平成30年度に

中高年層のひきこもり状態の人の調査を予定してい

るようです。 

 当市における、半年以上、家族以外の人とほとん

ど交流しないひきこもり状態にある方の人数を市は

把握しておられますでしょうか。 

○議長（二橋益良） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（山本 渉） ひきこもり世帯の把

握につきましては、その御家族等から市への相談が

あったり、あるいは高齢者の訪問時に把握をしたり

する以外は、なかなか難しいものがございます。そ

ういったことから、人数の把握はしていないのが現

状でございます。以上です。 

○議長（二橋益良） 佐原佳美さん。 

○６番（佐原佳美） わかりました。なかなか今ま

での制度ではそうだと思います。 

 では２番目。精神障害などが原因で社会的に孤立

してしまった人のいる世帯に対し、昨年４月より、

市の委託で事業を開始した湖西市障がい者相談支援

センターみなづきは、１年弱の期間ではありますが、

どのようにかかわっておられるか。また、地域包括

支援センターやケアマネジャーと連携して精神障害

者への支援に当たった事例は何件ほどありますでし

ょうか。 

○議長（二橋益良） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（山本 渉） 精神障害などが原因

で社会的に孤立してしまったケースについて、湖西

市障がい者相談支援センターみなづきは、相談があ

れば随時、来所、電話、訪問で対応をしているとこ

ろでございます。 

 みなづきにつきましては、今お話がありましたよ

うに平成29年４月からおぼとに開設をしまして、全

ての障害に関係する相談を受け付けておりまして、

１月末現在までに116人の相談を受けております。

いずれの相談も複雑で、１回の相談では解決できな

いものばかりでございます。そのうちの６割ほどが

精神に関する相談となっております。 

 地域包括支援センターやケアマネジャーと連携し

て支援に当たったケースにつきましては、15件あり

まして、そのうちひきこもりに関するものは３件で

ございました。以上です。 

○議長（二橋益良） 佐原佳美さん。 

○６番（佐原佳美） ありがとうございます。 

 では３番目。精神障害などが原因で、社会的に孤

立してしまった人のいる世帯に対し、市担当課独自

で実施している施策等ありますでしょうか。 

○議長（二橋益良） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（山本 渉） 市で実施している施

策としましては、先ほどの質問にもありました障害

者相談支援センター事業を平成29年度からおぼと内

で開始をして、精神障害を含む全ての障害に関する

相談を行っております。 

 また同じく平成29年４月から、地域活動支援セン

ター事業をおぼとにて開始をいたしまして、主に精

神障害の方を対象に創作活動や交流の場の提供を行

っているところであります。以上です。 
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○議長（二橋益良） 佐原佳美さん。 

○６番（佐原佳美） ありがとうございます。ちょ

っと関連で、今のお答えへの質問となりますが、み

なづきと同時に開設した地域活動支援センターのし

おかぜでしたか、そこ、創作活動等交流の場として

いるというのは、週２回の午後半日だけ開催してい

るというふうに聞いておりますけれども、そこのニ

ーズはどうでしょうか。もっと回数をふやしてほし

いとか、１日やってほしいとか、利用者の人数等も

わかれば。わかりますか。 

○議長（二橋益良） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（山本 渉） 今年度前半、４月か

ら９月の半年間の１日当たりの平均の利用者の数は

3.9人でございました。10月以降、10月から１月ま

でですが、ふえておりまして、平均7.1人というこ

とでございます。 

 一応定員は10人までを想定しておりますので、今

のところこの開設日数でいきたいと思っております。

以上でございます。 

○議長（二橋益良） 佐原佳美さん。 

○６番（佐原佳美） 人数がふえればまた検討はあ

るということでよろしいですか。今は10人で7.1人

の平均だから。いかがでしょうか。 

○議長（二橋益良） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（山本 渉） ひきこもりの方等含

め、精神障害の関係で相談があれば、そういった事

業の紹介もさせていただいておりますので、今後そ

ういった利用者がふえてくれば、回数等もふやして

いく必要はあろうかと思います。以上でございます。 

○議長（二橋益良） 佐原佳美さん。 

○６番（佐原佳美） ありがとうございました。 

 では４番に行きます。現在の在が抜けております

が、現在策定中の第５期障害福祉計画に、「平成32

年度中に地域生活支援拠点等の整備をする」とあり

ますが、これを、より早期に整備することが社会的

孤立世帯へ寄り添い、手を差し伸べる相談場所の設

置ということにつながると思いますが、いかがでし

ょうか。 

○議長（二橋益良） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（山本 渉） 障害者及び障害児の

入所施設や病院からの地域移行を進めるとともに、

障害者の高齢化・重度化や親亡き後を見据えて、地

域全体で障害児者の生活を支えていく体制の構築と

いうものは、これからますます重要になってくると

考えております。 

 本市におきましては、地域の実情に応じまして、

どのような機能の強化が必要であり、またあるいは

どういった連携の強化が必要か、そういったこと、

それから現状の事業所や人材などの社会資源の実情、

そういったものも見据えながら、なるべく早期に体

制づくりを進めていきたいと考えております。以上

でございます。 

○議長（二橋益良） 佐原佳美さん。 

○６番（佐原佳美） ありがとうございます。前向

きな御答弁ですが、ちょっと他市の例を紹介させて

いただきます。 

 ことし１月末の公明新聞に、愛知県安城市では既

に昨年、2017年度に社会福祉法人への委託で、地域

生活支援拠点等事業を開始し、24時間体制で専門家

が対応し、好評とありました。 

 相談内容は、8050問題に関することが多く、24時

間の電話相談での対応は、医療機関への受診や緊急

短期入所施設利用につなげているとの記事でした。 

 そこで、安城市障害福祉課と委託先の社会福祉法

人の担当者に電話で詳細を伺いましたところ、国か

らこの事業は平成26年に平成29年度までに整備をす

るという期限が示されていたので、平成27年から取

り組んできたので、昨年の４月に開設できたという

ことです。 

 拠点施設の、ここはまた拠点施設の設置ではなく、

新聞には相談支援事業所のひだまりという、新聞に

は写真が載ってはおりましたが、ここは市内の福祉

施設などとのネットワークを張った面的整備で実施

していると言われておりました。これは、第５期障

害福祉計画の説明のときにも担当課のほうから面的

整備という方法もあるし、グループホーム等拠点を

つくる方法もあるし、検討していきますというお話

も聞いてはおりますが、それと先に去年の６月議会

で新たな委員会の編成がえをした直後に勉強会をし

たときには、この地域生活支援拠点はやはり平成29
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年度までの設置という参考資料を、私はちょっと改

めてその言葉が気になったもので、委員会が終わっ

た後、もう一度地域福祉課に行っていただいた資料

にはちゃんとそのように明記されていて、それで既

に安城市は進めていたというところで早期にできた

ということですけれども。何もその一つの建屋をつ

くって、ここが拠点ですよというものをつくらなく

ても、面的整備でネットワークで今既存のいろいろ

な施設に協力を求めて、５つやらなければいけない

機能はありましたけれども、安城市も県に聞いたら、

全部５つの機能を持たなくてもいいと言われて、コ

ーディネートできるだとか、電話相談をするとか、

緊急時の受け入れができるという、その３つほどで

今スタートしているということだそうです。 

 それらの状況をお聞きしますと、新たなグループ

ホーム等の建設を待つとかいうことではなく、現在

役所の中で委託事業所としてあるみなづきでも担え

ると思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（二橋益良） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（山本 渉） 地域生活支援拠点の

整備の手法につきましては、今安城市の例にありま

したように、なかなか一つの拠点の施設をつくって

というところは難しいかなと思っておりますので、

面的な整備ということで、現在ある資源を活用して、

必要なところの強化と連携の充実、そういった方向

から整備をしていきたいと思っております。 

 その整備の中では、一つにはみなづきを中心とし

たという選択肢もあろうかと思いますが、今後、そ

のあたりは検討をしていきたいと思っております。

以上です。 

○議長（二橋益良） 佐原佳美さん。 

○６番（佐原佳美） よろしくお願いいたします。 

 ひきこもりと称されて自己責任、その家だけの問

題とか、個人の問題として年月を重ねるのではなく、

相談するところがここにあるよということを市民に

示して、相談支援により、適切な医療機関の受診や

外出支援をして、就労につなげ、最終的には労働者

イコール納税者になるよう援助するシステムをつく

っていくべきだと思います。 

 言うは易しの分野で、本当に、私も精神科に勤め

ていたこともありますが、本当になかなか困難事例

とケアマネジャーさんたちが言うような対象ではあ

りますが、子供から高齢者、障害者がともに地域で

暮らす共生社会を実現しようということに、国全体

で向かっていますし、労働人口が減って、働き手を

東京都の中小企業ではこのような精神障害やひきこ

もりの人たちを活用しようという動きが出ていると

いうネットでの記事もありました。そしてまた、こ

のひきこもりの改善策の一番としては就労であると

いう言葉もありました。そう簡単に、現場で働いて

いる相談員さんたちの苦悩をお聞きし、また御家族

の。 

○議長（二橋益良） 暫時休憩といたします。 

午後２時28分 休憩 

───────────────── 

午後２時28分 再開 

○議長（二橋益良） 休憩を解いて再開いたします。 

○６番（佐原佳美） 御家族の苦悩を思うと、簡単

なことではないということはよく承知しております

が、市として一歩でも前進させて、このような支援

をまず一歩、足を踏み出していく努力をお願いした

いと思います。よろしくお願いします。 

 では３番目。 

○議長（二橋益良） 施政方針のほうですね。どう

ぞ。 

○６番（佐原佳美） ３番、施政方針について。 

 質問しようとする背景や経緯。市長は施政方針で、

「高齢者福祉におきまして、地域包括ケアシステム

のさらなる推進に努めてまいります」と説明されま

した。 

 市民の福祉の向上につながる施策を具体的に伺い

たいというのが質問の目的です。 

 そして質問事項です。１番。地域包括ケアシステ

ム構築に向け、平成30年度はどのような事業を特化

して推進するのでしょうか。 

○議長（二橋益良） 市長。答弁お願いします。 

○市長（影山剛士） お答え申し上げます。 

 地域包括ケアシステム、もう用語は大分社会的に

も使われてくるようになってきたかなというふうに

認識をしておりますけれども、やはりこれからもさ
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らに構築して、そして周知、啓発を続けていくこと

が必要だというのは、これはもう議員からもるる御

指摘をいただいてるとおりでありまして、やはり地

域の皆様の自主性だとか、主体性に基づいて、市民

の皆様の意識を向上、醸成を図っていく。そして地

域の特性に応じた仕組みづくりをしていくことが重

要だということは言うまでもないと考えております。 

 平成30年度の取り組みということですが、ちょっ

と後の質問とも関係するかもしれませんけれども、

先にまず御紹介させていただきますと、この冊子、

湖西市の地域包括ケアシステム構築へという形で、

これは既に市のホームページでも掲載をさせていた

だいてる、市のほうで健康福祉の職員を中心に、非

常にわかりやすくて、これからのためになる冊子を

作成いただきました。 

 この中にもありますとおり、平成30年度に取り組

みの中では、例えば在宅医療・介護連携支援センタ

ーを新設するということで、この中の17ページにも

ありますけれども、そういった形で在宅医療と介護

の連携を充実させていくだとか、認知症の初期集中

支援チームを全ての地域包括支援センターに設置を

するということで、認知症の施策を充実させる。そ

ういった取り組みを進めてまいります。 

 あとはこれも昨年度から取り組みを始めていると

ころですけれども、平成30年度におきましては日常

生活圏域である第２層の協議体や生活支援のコーデ

ィネーターを全部の各中学校区という形で今区割り

をさせていただいてますので、全５つの圏域という

形で配置をさせていただくということで、生活支援

体制の充実に取り組んでいくと。これは平成30年度

から取り組んで、さらに継続をして、各地域におい

てやはり地域包括ケアシステムがしっかりと構築さ

れて、その地域ごとにやはり地域の方々が主体性を

もっていただく。それでよく地域でも説明会なり集

会をされるときに、やはり具体的に何をしたらいい

のということもあると思いますので、そういったこ

とが、何も難しいことではなくて、例えば病院だと

か介護施設だとか、当然市のほうもそうですけれど

も、社協だとか関係者とそういった利用者でありま

すとか、対象者となるような方々が、その地域で暮

らしやすいとか、生活に支障がないような形で進め

られる相談体制だとか、そういった充実を図ること

ができればというふうに思ってますので、それは今

申し上げてのことを平成30年度に始めながら、さら

に充実をさせていきたいというふうに考えておりま

す。以上です。 

○議長（二橋益良） 佐原佳美さん。 

○６番（佐原佳美） ありがとうございます。 

 ２番のほうへ行きます。 

 これまで地域包括ケアシステムの構築に向けての

一般質問を繰り返してまいりましたが、それらの事

項は国より義務化された事業の進捗状況を中心にお

聞きしてきました。これらの多くは昨年の12月でも

一般質問させていただいた中で、多くはスタートを

切ったなと認識いたしました。今、市長さんが説明

くださったようにです。そして残る課題は、今市長

さんも答弁の中にありましたが、第２層の当事者で

ある市民への周知、意識啓発が大事だと思います。 

 今掲げていただきました長寿介護課がつくった湖

西市の地域包括ケアシステム構築へというものがあ

るというのも私はちょっと小耳に挟んで、ちょっと

まだ未完のものだと思いますが見せていただきまし

たが、やはり、今２番を聞こうと思ったら２番のこ

ともお答えいただきましたので、どのように周知す

るかというね、第２層の方たちもどういうことなの

かを市のウエブ上に載っている湖西市の地域包括ケ

アシステム構築へというのを見るとわかるよという

ことで、よろしいですか。ほかに市民への意識啓発

の推進というのはどのようなことを予定してますで

しょうか。 

○議長（二橋益良） 市長。 

○市長（影山剛士） お答え申し上げます。 

 済みません、やはりさっきの質問と切っても切れ

ない部分があったので、平成30年度の取り組みとそ

の周知啓発ということは一体的にお答えさせていた

だきましたですけれども、補足というか、もう少し

お話をさせていただきますと、やはりこれは今議員

も御指摘あったとおり、市民の皆様初め、関係する

方々、全てにやはり御理解いただいて、それで進め

ていくことが重要だというふうに思っていますし、
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今議員からも御指摘いただきました、この冊子、湖

西市の地域包括ケアシステム構築へという冊子は、

ホームページにも掲載してますけれども、その中で

18ページには、非常に、これは在宅医療・介護の連

携推進ということで、目指す姿に「湖西であんきに

暮ら住まい」という皆さんで考えてくれた、非常に

わかりやすくて、すばらしいスローガンも掲げられ

ておりますので、その姿がこの冊子の中にも相当程

度掲載されておりますし、これを実践に移していく、

皆さんに御理解いただいて実践に移していくことが

非常に重要だと思っております。 

 申し上げたとおり、この市のホームページで掲載

するほかにも、やはり広報こさいでありますとか、

市民の皆様への説明会とか講演会の中で、こういっ

た情報をわかりやすく提供していくということが必

要ですし、それによって関係の方々への周知をする

ことによって、意識啓発、醸成というか、意識の向

上に努めることが重要だと思っておりますので、そ

こは皆様の御理解をいただきながら、各地域でもや

はり小まめに説明とか意見交換を進めていくことが

重要だというふうに考えておりますので、ぜひこの

冊子を初め、さらにそういったセンター、これから

立ち上げるセンターも含めて、相談や予防活動の充

実等々に努めていきたいというふうに考えておりま

す。以上です。 

○議長（二橋益良） 佐原佳美さん。 

○６番（佐原佳美） ありがとうございます。今市

長さんみずから説明会をということがあったので、

大変うれしい御答弁だと思います。 

 以前もちょっと話をしたかですけれども、やはり

第２層の中で担っていくのはもちろんＮＰＯだとか

いろんな既存の事業者もそうですけれども、自治会

とか、今までは地区、福祉会が平成29年度に地区福

祉会という形で移行していくよということで地域包

括ケアシステムを担うんだということを社協だより

なんかでも掲げておりますが、現実、現場への自治

会への説明というのが全然ないんです。それから、

福祉会長もつい数日前に、新所自治会の例を出しま

すと、先ほど防災のことで出していただきましたの

で名前を申し上げて述べますが、説明に来てくれと

いうことも、これは社協ですけれども、でも社協に

委託しているのは長寿介護課、健康福祉部でありま

すので、その第２層をしっかりと構築していくため

に、自治会の中の地区社協なり、旧来の地区福祉会

が、どのような役割をするのかというのは、この湖

西市の地域包括ケアシステム構築への中に載っては

いるんでしょうけれども、やはり顔と顔を見合わせ

た中での説明会、この間多く公共施設再配置計画に

しても、教育施設拠点構想にしても、市長さんと語

る会にしても、地域の中へ出てしっかりと市の方向

性を示していただいてますが、この大事な地域包括

ケアシステムを構築するための市民との懇談会なり

説明会というものは一切行われていないです。 

 そして、ほぼ30年度中につくらなければいけない

という地域包括ケアシステム構築の義務化されてい

るものの中に、地域住民への普及・啓発というもの

がありますが、私が12月に一般質問したときの答弁

は、平成30年１月に市民講演会を開催予定で、浜名

医師会に委託という返答だけでした。医師会に丸投

げをして、講演会だけやっていては、市民は何にも

わかりません。そしてまた、ウエブにアクセスでき

る人の市民も限られてます。今では自治会の役員さ

んたちは企業戦士でＯＢでパソコンも操れて、たく

さんの情報を得て懇談会には見えて、逆に私たちが

唖然とさせられるような情報まで述べていただける

くらいの時代になりましたので、もちろん見るとは

思いますが、それでもやはりまだまだインターネッ

ト等で情報を得ることのできない層にきちっと各地

域、地区社協というものが本当に確立したのかわか

らないんですけれども、そこへ出向いての説明をぜ

ひともお願いしたいと思います。 

 私はせっかくいい情報が地域包括ケアシステムの

進捗状況がわかるものを構築していただいてるよう

なので、ウエブ上にアップして、市民から専門業者

まで、それぞれの介護事業所で働いている職員も、

会議には主任さんだけ行っていたら一般の人は主任

さんが忙しくて伝達できなければ、平のケアマネさ

んは知らないとか、そういう状況もあるかと思いま

すので、一般市民から専門家までが見れる湖西市の

地域包括ケアシステムの構築状況が見れるものと、
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また丁寧な、それこそ各地域に出向いた説明という

ものをしていただきたいと思っております。 

 その辺はいかがでしょうか。出向いての説明とい

うのは、考えてませんか。講演会だけで終わりの予

定ですか。 

○議長（二橋益良） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（山本 渉） 市民向けの講演会と

いうのは引き続き今後もやっていきたいと考えてお

ります。 

 それに合わせて平成30年度から第２層の協議体の

設置をしてまいりますので、その協議体ごとでワー

クショップといったようなものも開催する運びとな

っておりますので、そういった中で先ほどの地域包

括ケアシステムの説明資料、もう少しわかりやすい

ものなどもつくって活用しながら周知をしていきた

いということで現在考えております。以上です。 

○議長（二橋益良） 佐原佳美さん。 

○６番（佐原佳美） ありがとうございました。う

れしいお知らせをいただきました。ぜひとも丁寧な

各地域への説明とか意見交換会をしていただきたい

と思います。よろしくお願いします。 

 私もスマートフォンに、マチイロというアプリを

入れております。広報こさいが新着したとか、県の

何かが新しくなったとかという情報も入りましたが、

つい１週間か10日前に、基幹型という形で長寿介護

課の中に設置されました在宅医療・介護連携支援セ

ンターでしたか、そこの会議の内容がアップされて

るよというのがマチイロを検索したら載っていたの

で、こういうことだなと思いました。多くの人たち

がどれだけ、広報こさいでもマチイロを紹介、広報

こさいもしたかもしれませんが、市役所だよりでも

毎回マチイロとか湖西市のフェイスブックにアクセ

スしてくださいという広報がされていますけれども、

そういうような形で、市民も情報を取り入れる努力

も必要だと思ってます。 

 では、私の質問は以上とさせていただきます。あ

りがとうございました。 

○議長（二橋益良） 以上で、６番 佐原佳美さん

の一般質問を終わります。 

 これをもちまして、本日予定しておりました一般

質問を終わります。 

───────────────── 

○議長（二橋益良） 以上で、本日の日程は終了い

たしました。 

 本日はこれにて散会いたします。お疲れさまでご

ざいました。 

午後２時43分 散会 

───────────────── 


